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＜…いかなる不信者の自由も，官庁の中立も，一般的，
な禁止を正当化しないだろう…＞
絶対的
(コソセーユ・デタ）
まえがき
フランスは，世俗化された共和国である。（1958.10.4日の憲法・第２条)。それ
I土，出世，血統または宗教の区別なしに，
教分離とは，寛容と尊重の原則であり，
全公民の法のもとの平等を確保する。 政
不信者の信仰と信者のそれと同価であるか
彼らの要求が公序を承ださないかぎり， 両者は等しく自由であり，満足を与え
宗教教師が－施設付司祭として－
ら，
らるべきである。参事院Conseild'Etatは，
公立学校内での聖職に相当な報酬を支払ったりする国家の救護施設を管理したり，
なんら政教分離に反しないと染なした。 また，不信者の信仰自由を保護すことば，
ることも，官庁の中立性の尊重も，一般的，
判決した。（1948.6.6日）フランス政教分
絶対的な禁止を正当ずけないだろうと
フランス 離の歴史，内容および限界などを判例の
進化を通じて叙述しようとするのが本論の目的である。稿末に記した参考資料，
にＣ､AColliard教授の著述に対し，深甚の謝意と敬意を表したい。
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全公共自由権における本論の位置Ｉ
人は，特にフランスの場合，公共自由権を（１）経済的自由権，（２）非
経済的自由権とに大別し，後者を更に１°人身の自由権と２°知性的もし
<は思想的自由とに細別する。 今， それらを総括するとつぎの三大自由に帰
着するだろう。
Ｉ人身の基本的自由権
Ⅱ知性的もしくは思想的自由権
Ⅲ経済的自由権
上記のうち，Ⅲの「経済自由権」については，本誌の創刊号（1976－昭５２
年）で紹介した。ところで，Iの「知性的，思想的自由権」については，そ
の一部の「宗教自由権と国家中立性」などについて，いわば総論的考察をし
たにすぎない。（｢国士館法学」誌，第八巻(1976－昭.52年）
そこで，今回は更に進めて，「フランス政教分離の研究」という表題で収
縮的に究明したのが本論である。 最後に，Ｉの「人身の自由権は，それなく
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他の公共自由権は存在しないほど基本的な問題なのでこれからの発しては，
表にまちたい。
Ｃ－Ａ､CoUiazd教授の所説（稿末参考文献参照）によれば，「思想もしくは知
人間の非経済的な諸活動に相応するもので，性的内容の自由は，
多種多様である
全く極めて
それは個人と仲間たちとの接触を前提とする。 されば，人間というものは，
例えば，他人と，自己の信念，知識，世界観，政治的もしくは宗教的な意見，
科学的な成果などを互に分かちあおうと試承る。 他人とのこうした接触は，
特殊な人間集団の構成に帰着する。ときには類似の社会法則に支配されて，
されば，宗教では，信念の統一が支配し，結合体には，共通目的が存在する。
すべての思想自由権の集会的要素は， 純粋に個人的な思想よって， (黙想）
また，純粋に孤立した個人の人身の自由権と異なった論理に立脚する。や，
この知性的な局面は，専ら，利害の方に向けられ，少くとも物質的な人間活
経済的内容をもつ諸自由権(所有権，動に相応するところの， 営業権，労働権
など）とも区別される。
人は，思想自由権の中に，意見（言論)，宗教，教育，出版，芝居，映画，
放送（テレビ，ラジオ)，集会，結社などを含めている。（Ｃ､ACoUiard）
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碗０－ｈｍ
４Ⅲ信仰自由の前提としての意見の自由
げんしゆくに宣言されたく意見の自由＞は，1789年の立憲議会によって，
種種なる特殊性を示めす基本的自由権である。
意見自由の原則は，いわゆる「人権宣言」（1789）の中で,公式に肯定され
た：＜何人も，たとえ宗教的なものでも，自己の意見のために煩わされては
ただし，その表明は，法律
は，つぎのごとくその第十
効力を増した：＜思想およ
(警察などにつけまわされるはずがない)。ならない。
の定める公序を糸だしてはならない｡＞ この原則は，
一条によって，補足的な是認すらうけ，かつその
び意見の自由な交換は， 人間の最も貴重な権利の一つであるから， 全公民は，
自由に，話し，書き，かつ出版することができる。ただし，法律で定められ
この自由の濫用につき責任を負わなければならない｡＞ている場合には，
1946年の憲法の前文は，
た：＜何人も，自分の，』
もしくは職務などが侵害’
1958年の憲法は，前憲
その第五項の中でこの自由をつぎのごとく保証し
，自分の，生まれ，意見または信念などによって，自己の労働
などが侵害されえない。＞
前憲法の前文をうけつぎ，人権宣言（1789）に準拠して，
その第二条の末尾でく共和国は，すべての信念を尊重する。＞と宣言してい
る。なんらの反対，でっちあげ，付加もない様式で，憲法の原則として出現
するのをみた。
まず第一に，意見の自由が問題であり，つぎに，信者の自由と同じく無信
者の自由でもあるところの＜宗教的意見の自由＞が問題だが， 信者にとって
はく信念の自由 Iibert6decroyance＞があることは明確である。
外科的もしくは化学的な治療，または人格を変更するところの＜洗'脳（徹
底的思想改造）1aｖｅｓｄｅ cerveaux＞などの効果を想像する場合をのぞいて，
個人的意見の自由が最後の自由であると象なしてよい。 それは，外
最も残忍な
つまり，
のすべてのものがなくなってもなお存続する自由であるからだ。
その犠牲者たちがそれらを賛成する結果になることをのぞいて政治制度は，
なんでも為しえたからである。
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意見の自由の問題は，これらの制限された場合をこ
由は，「表明されうる自由」であるから，そこに多
しかし，現実的には，意見の｜
えて現われる。意見の自由は，［
<の諸問題が生起する。例えば，
るく意見の交換communication
先述の1789の人権宣言第十一条であらわれ
delopinion＞の問題がある。つまり， 必ず
社会しも同じ意見をもたない人人の意見の自由の間の両立性が問題である。
生活の領域内で企てられた意見の自由は， 寛容と尊重との一般的な空気の中
いわば制限された自由でしかありえない。で展開されるところの，
もし人が， 種種なる公共自由権の全体と比較してそれを考えるなら， そう
した意見の自由は，
そうした自由は，
多くの特性をもつ自由と してあらわれる。
まず第一に，主要なる自由であり，意見の自由が前以っ
て確保される場合にの承展開しうるところの， いわば諸自由の出発点である。
従って，最初の第一の自由であり， そこから他の諸自由が派生する。 どくか
んたんな例はこの性格を明らかにする。 意見の自由は，宗教的な諸信念をも
しかし，もし意見の自由を適用すれつこともあればもたないこともあるが，し力
ぱ，宗教的な諸確信comictionsreIigieuses
ひいて宗教的行為の自由libert6sdescultes
る。されば，宗教行為の自由は，先きにあて
を持っていると思うそのことが，
descultesとなって表出されるわけであ
先きにあった意見の自由によって余儀なく
された，いわば， 第二の自由として出現するものである。 また出版自由lib，
depresseも，諸意見の交換を可能にし，ここでも第二の自由が前者を増幅
するにはちがいないが，しかし同じくその上に根拠を置いている。
なお，意見の自由は，変化しうる自由であり，その変化は，全く異った二
面であらわれ，そのひとつは，＜自由の意味＞に関係し，他は，＜自由の射
程＞に関係する。
Ⅲ意見の自由の論理構造
（C・‐Ａ・Coniard,Lib,pubUques,ｐｐ３１７ｅｔｓｕｉｖ.）
意見の自由には，全く異ったふたつの意味を含糸，実際では，ふたつの制
６度lこ帰着する。
（１）それはく無差別という価値valeurd'indfference＞をもち，意見が考
｡それはく中立の観念notiondeneutralit6＞慮されてはならない
で，宗教の面では，
ことを意味する
く世俗化larcit6＞といわれ，政治面ではく自由主義
または多元論pluralisme＞といわれる。Ub6ralisme，
反対に，(2)意見の自由は，ある意見を持とうとする事実が，この「意見の
尊重」へと導き，この自由は，＜要求という価値valeurd'exigence＞をも
つこととなる。
（１）無差別の価値：＜平等の自由ubert66ga1it6＞
(Ａ）公（共役）務の中立性一一公務は， その使用権者たちの意見に関係な
それらの間にいかなる差別もしてはならない。<，
なおそれぞれの意見は公務のなかで無視される。 例えば，参事院は，ホテル
の御客によって書きこまねばならぬところの宿帳の様式についての県令を運
法として取消した。なぜなら，そうした様式の指定は，,，宿帳の署名者が，い
(1943.7.9日の判例，
この当時においては，
かなる宗教に属するかを要求しているからである。
Recp､176)。人はなおつぎのごとく注意するだろう。こ
Vichy政府（フランス中部の温泉地，第二次戦中の仮政府所在地）の法律に
よって，ユダヤ人または，フリーメースソ団員（英，Freemason）などを差別
サービスを受ける者の間での取扱いの差別をさげるに狐にしたからである。
Iま，誰でもうけ入れられるようにすることである。公共役務の中立性，特に，
世俗化，換言すれば，宗教的信念に対する中立性の理論は，＜信仰の自由＞
を確保するためのものである。
1905年のいわゆる政教分離法は，後述するごとく,信仰の自由を確保する
というげんしゅくな誓いをたて， その後の公法も，公共役務が，いかなる宗
定めている。公共役務の利用は，全人間生派の体系にもむすばれないことを定めている。
宗教的もしくは哲学的な体系との関係離脱をしる活を通じて， しづけている。
もし1880年度の大革命期を別におけば，なおこの関係離脱は，
ことである。
比較的最近の
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１８８４．８．１４日の憲法改正により，1875.7.16日の憲法が規定していた
議会開会時の＜公げの祈祷pri6respUbliques＞を廃止した。 裁判の公務のた
めの，クリストの十字架像は，裁判所の室からとりのぞかれた。
また，誰でも，＜宗教婚mariagereligieux＞をあげることは自由だが，
まずさいしょに＜民事婚ｍ・civil＞を義務として挙げなければならず，従っ
て，民事婚（戸籍吏への届出）は，宗教儀式とは独立であるか，もしくは宗教
儀式が欠如する。
共和国第皿の牧月23日の命令第15条が規定したと１８８１．１１．１４日の法は，
ころの墓地の宗教的区別一カトリック教，新教，ユダヤ教の墓地一をす
べて廃止した。
1884年の市町村制Loimunicipaleが，その第97条－４゜のなかで，く死ん
だ人人の運搬，埋葬，発掘ないし礼式などに関し，故人の信念または宗教も
しくはその死に伴った諸事情に応じての特殊な区別または規則の制定を禁じ
ている。地方行政に関する現法典は，その第464条において，葬儀に関し，
く市町村によって提供される所要品は，すべての宗教葬儀にもまたすべて宗
教的性格のないものにも用意されなければならぬことを明規している。 (な
1905の政教分離
に対し，自己の
外部的な葬儀用品ほ市町村の専売事業である)。おフランスでほ，
制よりずっと前に，１８８７．１１．１５日の法（第３条）は，各人 対し，
葬儀に宗教的もしくは非宗教的な性格を与えうる自由を糸とめている。 この
判例上財産に関するものと同じ規則や条件に従うもの問題に関する処分は，
と染なされている。１染なされている。ｖ・Grenoble,２０f6v､1931.,.Ｐ､1931.1.41)。
こうした無差別性は，種種なる徽章embl6meを身につけることを許す寛
容となるが，しかし，例えば，公道での販売もしくは配布の結果起きるこの
公序をみだすかもしれない示威運動manifeslation に溥びかないこ
PtBaldy，concL
着用が，
とが条件である。（cons．。'Etat，1917.8.10日，BerthenetptBaldy,conc
Cornelle,Rec．ｐ637。
(B）公共的職務fonctionpUbliquel789年の人権宣言第６条は，すべて
の公民が法のもとに平等であり， 等しく＜その人の徳や才能以外の区別なし
８に，それぞれの能力に従って，すべての公共的な栄典，地位および職務に咳つ
人がそれぞれの意見もしくは宗教にきうること＞を宣言した。この条文は，
応じてなんらの区別を行わないことを意味する。 判例もこうした解決を明確
に認めた。公職への接近は， 競争試験の手続が明示するところの必要な能力
を持つすべての人人に開かれる。 なお判例は，政治的な意見よりも宗教的意
見に関して，より一層豊富である。
政治の面では，人が共産党に加盟しようと思った者を，受験者名簿から除
いた措置を無効とした参事院の判例を採用しうる。 実際において，て，この措置
とは明瞭だ。党への所属または所属希望であるこを基礎ずけているものは，
(上述，参事院，１９５４．５．１１９５４．５．２８日，BareLRec.ｐ308)。
また参事院は， 宗教的な寄宿舎で勉強しているところの公職志願者に対し
てとった種種なる差別を「党派心」sectarismeによるものとして，すべて
無効とした。（参事院1939.7.25日，demoiselleBeiss・Rec.ｐ524；全，1941.
３．２２日，自由学校生の父兄の全国連合；Rec.Ｐ４９全，1944.1.5日，dame
T6daud,Rec.ｐ,1；全，１９４８．１２．９日，demoiseUleP面steau,Rec･Sir.,１９４９．３
４３，Rivero,Rev・Ｄｒ,pub1.,1949.ｐ７３，noteWaline)。
しかしながら，意見もしくは信念でなく，むしろ,宗教的身分（聖職者）そ
のものが問題である場合は，その解決は別におく。参事院は，カトリック教
聖職者の資格と中学教育の教授のそれとは， 明らかに教育の中立性の原則に
１９１２．３．１０日，abb6Bouteyre，より，両立しないものと承なした。（参事院，
Rec.ｐ５５３，concLHelbonner)。
また意見の自由と平等の原則とを同時に確保する公職への接近に関する，
ことについて採用された諸解釈は，官吏職の全生涯を通じてむすびつけられ，
またみいだされるだろう。
２．４日の命令ordonnance第13条は，官吏の一般的身分に関する1959゜
＜利害関係者の政治的，哲学的も
のいかなる指摘をも官吏の経歴〔
いる。
し<は宗教的な諸意見を当てにするところ
dossier の中に書きこ糸えない＞と規定して
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例えば，参事院は，ある大学視学官が， 共産党に所属したという理由だけ
その者に対してとられた懲戒処分を無効とした（参事院，で， １９５４．１０．１日，
Gume,、1955.Ｊ・431)。
に）私的諸関係民法は， 公法のそれと同じ解決を糸とめた。ある生前
もしくは死亡による贈与の実現をある型のイデオロギー的条件， ＜例えば，
ある宗教もしくはある意見の人と結婚しまたは結婚しない＞といった条件に
従属させる約定は無効なものと詮なされる。 労働法は，＜意見自由の原則＞
を定めている。１９５６．４．２７日の法は，職工募集embauchageの際，雇主
に対し，ある組合にサラリーマンとして従属し，もしくは，ある組合に従属
することを雇用の条件として提示することを禁じている。
判例は，
るために，
ある政治的動機を唯一の基礎とする解雇に対して勤労者を保護す
不特定期間とする労働契約の枠内に＜不当解雇 licenciement
I部，社会法，abusif＞の理論を広く展開した。（1951.3.17日，大審院，社会部，社会
1951.ｐ,174）
組合従属または不従属の選択は，憲法で糸とめられた権利であり，1946年
つぎの文例を陳べている：くすべての人間は，の憲法前文は， 組合活動によ
って自己の権利および利益を防衛し， また自分の選択で組合に加入しうる＞。
D）意見の自由と信仰の自由の保障越権行為に対する訴えの様式での，
公法における裁判上の保護は， これらの保障のひとつである。 それ
Barel
しかし，
もっと大きな有効性を再認識せねばならなIま，動作が鈍いので，
氏は，国家役人の拒ｉ
い･
国家役人の拒絶の結果， 1953年度の行政学校の入学試験に出席するこ
とが出来なかった。もちろん，急速に，この決定は，1954年５月，参事院に
よって無効とされたが，1953年の試験は終ったので，状況は回復されえなか
った。きわめて異った面で，つまり，私法や労働法の領域において，たとえ．
不当なものと承なされてもやはり存続するだろう。ある解雇が， そこで人が
進男Aうる方向は，補償に関する訴訟の方へである。例えば，信仰の自由に対
する侵害の例はかくのごとく援用される。
Lib,deconscience＞はきわめてげんかくに保障される。く信仰の自由 そ
1０
他の自由権と同一な保護をうける。政教分離の直前，軍隊の中で，れは，
AnrlTさ 将軍によって犯された不正行為一その人の昇進を阻害するつもり
で，その人の宗教的意見を評価する書類をつくった有名な事件一は民法典
（注）
第1382条lこもとづいて，その被害者に損害賠償を与えることで結末がつい
た。（軽罪裁判所一RocheSur-Yon，１９０５．６．６日，ＤＰ、１９０５．２．３２４；
Rouen，１９０５．７．１３日，ＤＰ､１９０５．２．４７；1emans,Ｄ・Ｐ、1907.2.21）
（注）（
時は，
最後に，
く何事によらず人に損害を加える行為を為したるCodecivll'art、13828
，その償をなすくし＞
有力な威嚇手段が残っている：刑事的制裁 sanctionp6naleo1905
年の政教分離法そのものは，
定した。＜他人に対し，暴１
特に信仰の自由を保証するためつぎのごとく規
暴行，脅迫，乱暴をあえてし，人の失敗や不運をお
それしめ，本人，
の執行，不執行，
家族または財産に損害を受ける危険にさらして， ある宗儀
ある宗団への加明，脱退，もしくは宗費の納入または停止
などを決定させた人人に対し軽罪刑＞を科している。 (第31条）
（Ⅱ）要求の価値：＜特権
意見自由の尊重は，前述ｃ
公式に帰着した。それこそ，
：いわく，＜何人も，自己‘
< 権の自由Libert6privil6ge＞
前述のごとく，＜無差別：意見を考慮しない＞という
人権宣言第十条に規定する大宣言の意味である
: の意見， たとえそれが宗教的意見でも， そのため
に煩らはされてはならない…＞
しかし，それは， 反対からあらわれるところの意見自由尊重の他局面であ
る。人は，政治的もしくは宗教的な意見に対して無関心であるどころか，そ
れを傷つけた りまたは害ったりしないように考慮するのである。
ここでは，意見の自由は，もはや，無関心では満足されないで，むしろ，
く満足Satisfactionが与えられるこ と＞を要求する。その際，意見の自由は
く平等＞と結合されずに，
想する。人は，多くの価
むしろく識別discrimination＞や有利な弁別を子
人は，多くの例を，＜平等もしくは中立性との断絶rupturede
l'6galit6oudelaneutralit6＞を引用することができた。
フランス政教分離の研究（伊藤道学）１１
A）信仰自由の諸要求信仰自由というものは,一定の宗教的信念を
固守したり，もしくは， すべての信念の外にとどまる権利であるものとして
分析される。だから，信仰の自由は，＜無神論ath6isme＞に導くにしても，
問題は単純化され
に導くなら，問題
げん承つには道徳的， 内面的な義務しか存在しないので，
る。しかし，もし，信仰の自由が，ある宗教団体への所属に導くなら，
この自由から出発して提起され， 従って人はある宗団がある個人に行うlま，
ことを許したところの選択，ある儀礼，ある行事の尊重を考慮するので，
く宗教行為や儀礼の自由libducute＞に移ってゆく。
参事院は，ときおり，宗教的な面で＜儀式的な要求exigencentuelle＞
この点に関しヴァレンシアン市のイスラエル団体の請願に干渉を糸とめた。
干渉した地方条令は，屠殺場の動物のした1936年の奇妙な条令が出現した。
モーゼの立法の宗教規定に反するものとおもわれる諸方法を屠殺を規定し，
命令した。と（ころで，ヴァレンシアンの人人（Iesiskites）は，この地方条
令が，自分たちの信仰に反するばかりでなく，自分たちの宗教に従って生
活することも食うこともできなくなると不平をのべた。そこでその地方条令
は無効とされた。（参事院,1936.3.27日，Ｒｅｃｐ３８３)。人の指摘するとこ
ろによると，ある法律規定は，明らかに無効とされなかった。またある国で
例えば，スイスでは，１８９３．８
の乙は，前もって無感覚にした
動物の屠殺を制限する憲法条項がある。|ま，
･20日の国民投票の結果，採用された第25条の乙は，
屠殺場の動物の血を流して殺すことを禁止している。後でなければ，
く施設付司祭の用務のある宗教的意見の＜要求による尊重＞の他の例は，
desservicesd'aum6nier＞によって提供される。組織rorganisation
p20参照）
(後述，
参事院によって認められたことは，ある宗教教師は，＜公共役務の世俗化，
ある公共施設の在院者たちが， そこか国家の中立性の原則にもかかわらず，
らぬけだしえないところのある養老施設を管理しうるということである。
(参事院，１９４７．６．６日判令，Unioncatholiquedeshommesdudioc6sede
Versailles・Rec.ｐ250）
１２
なお種種なる規定が施設付司祭の問題を規定し， かつ1905年分離法の第二
l定している：＜国家（府条も，困難な空気にもかかわらず，つぎのごとく規定している
県，市町村）の予算内に， 施設付司祭の用務の経費を計上して， 公立中･高校
(７年制lyc6e)，市町村中学校cOll6ge，公立学校６Cole，病院，haspices収容
などの公共施設内での自由な儀礼の執行を確保所asile，及び刑務所prison
するのに役立てられうる。男＞とした。
最近の教育に関する条項は，旧制を強化したが，しかしすでに，行政裁判
所は，施設付司祭の雇用を廃止するところの個人的，一般的な措置をすべて
無効とした。（参事院，1949.4.1日，Chaveneau,ＲｅＱｐ,161）
良心の理由による徴兵忌避に関する制度Ｂ）信仰，
兵役の義務
極めて長い間，
obngationduservicemiHtaireは，極めて大きな効力があった。
武器を持つことを拒否した若者たちは，平和的な確信から， 軍事裁判官によ
ってきびしく非難された。しかし，Louis Lecoinのハンガーストライキに
１９６３．１２．２１日法（n゜63-1255）
objecteursdeconcience＞に関
第１条によれば，「軍隊編入前に，
よってマークされる極めて長い運動の後，
はく信仰，良心上の理由による徴兵忌避者
そのする法規を制定することに帰着した。
自分の宗教的もしくは哲学的な確信を理由として， どんな事情があろうとも，
武器の使用に反対をのべている若者は， ある特殊な様式に従って，或は武装
公務労働を確保する一般形成なりによって，しない軍隊教育なり，或は， 徴
兵令loisurlerecrutementによって強制された義務を果たすことができる｡」
請願書は， 徴兵定員の召集前に当人によって差出されねばならない。 願書
（よ委員会に付託され，委員会の決定は，参事院に対する上告申立recouZsen
cassationdevantleConsendEtat以外に上訴することができない｡(art、５）
特に戦時中は， 国家の危難に対する万人平等を実現されるごとき用務又は救
助の使命をおわされる。（ａｒＬ７）
用役期間に対する平等は反対に委棄される。 なぜなら，法第８条によれば，
一般的形成もしくは武器のない軍隊教育に充当された若者は， 彼等の属する
法律は，ある隊の人人（軍隊教育を受ける者）の二倍の期間拘束される。この法律は，
フランス政教分離の研究（伊藤道学）１３
しかし，その第２条は，いかな
(に対し，この法の規定を利用す
確信を尊重する特殊制度を定めたものだが，
る様式であれ，軍務を免かれる目的で，他人に対し，
るように他を煽動する傾ぎのあるすべての宣伝を禁止してい る。
この法律の末条には，若者たちが，法律規定の適用を求めかつうけても，
接近しえない職務を明記する所の差別的な注意事項がかかげられていること
もまた事実だ。
Ⅳ意見自由の射程
信仰の自由が問題であるときには，
(ま変化しやすい。意見の自由は，さ1
特に極めて有力なところの意見の自由
さきに承たごと<，（１） 或は，平等の自由，
(2)個人個人により或は反対に特権の自由と して出現するためだけでなく，
変化するので，統一的には現われない。
意見の自由はある内容を持つが，単なる市民そのものにとっては， しかし，
宮公職fonctionpubIique内では，その自由が他の者よりいっそう制限され
るく官公吏fonctionnaires＞が存在する。
（１）意見の自由と官公職
一留保r6seveの一般的義務一
フランスにおける官公吏foｎ I土．原則として，意見の自由（言論便tinrmniTP
の自由）を享有する｡げんかくな政治的く慣例遵奉：服従一国教の遵奉(英）
conformismepolitique＞というものはなく，
ある。もっとも，かっては，官公吏が誓う，
問題の解決は自由国家のそれで
政治的宣誓制度を決めたことも
ある。しかしVichy制度(第Ｈ次大戦中，
を別におけば，第Ⅲ共和国以来，政治的
フランス中部の温泉地にたてた仮政府）
宣誓は欠如している。フランスの官
国家の公僕であって仮政府の召使ではない。 またフランスの官公吏公吏鴎
は，例」lま，例えば県知事ph6fet
与えられない、'estpasI
のごときある高級官吏をのぞいては， ＜政治性を
pOlitiSeS＞。
官公吏は原則として他の者と同じ く一公民であるが，それに屯か従って，
１４フラン〆政教分離Ｑ研究（伊藤道学）
官公吏の資格そのものから派生するところのある制限がある。 こ士かわらず，
れらの制限は,官公吏（その志願者も含めて）の＜留保義務obljgation
r6serveとよばれるものによって構成される。
政府によって禁止されたある示威運動に参加したことのあ実際において，
る志願者，また， ＜それらの志願者たちが遵奉すべき留保＞に反したものを，
行政学校の競争試験から排除される と判断された。（参事院，1953.7.19日，
ﾖMorange)。
官公吏に重承がかかる。２）かくの
Lingois，Ｒｅｃｐ、４１３，，．１９５４．９９．ｎｏｌｅ
ｌ）留保の義務は，その生涯の間，
判例が明らかにするごとく種種なるニュアンスを含んごとく，その留保は，
でいる。
いかなる様式でも不従順もしくは謀反に没頭１°まず第一に，官公吏は，
するような反政府の態度をとような反政府の態度をとりえない。（参事院，1955.3.27日，Kowaleski，
、1955.687．concLmosset,noteMorange,Rec.ｐ､297；参事院，1956.10.12
日，Coquand,ＲｅｃＰ３６２)。
ある官公吏は，例えば，組合の責任者であるようなデリケートな地位にあ
ることがある。
く留保の義務＞を弱める傾向がフランス行政裁判権は，こうした場合は，
あり，（参事院，1956.3.18日，Bodaert,Ｒ，Pt,Rec.ｐ、213)，またそれは，公共役
うに努めた。判例の示めすところをよ務と官公吏の組合権とを両立させるよ
<検討すれば，諸判決は，組合の闘士や指揮者に対しては，大きな表現の余
地を認め，かつ，組合闘士の官公吏の留保の義務をより和らげ，他のサービ
ス官より拘束を少くした。
しかし，こうした柔軟な姿勢assouplissementは，つぎの如き二重の条件
に従うのである：１）その活動が，組合に与えられた職業的領域，つまり
＜それらの組合員に共通な職業的利益の防衡d6fencedesint6r6tscommuns＞
展開される行動が服務規律disciplmeということからは承ださないこと。２）
と両立するものであること。 (参事院，１９６３．３．２７日，demoisellePutland,Rec
ministredeT616-Commucalionc／Frischman､、ｐ２２２，全，１９６２．６．８日，
フラソス政教分離の研究（伊藤道学）１５
1962.492,IloteDUbotis）
かくして，参事院は， depolice
police従
得sous‐
つぎのごとき警視総官令anFet6dupr6fet
警視庁pr6fecturedepolic
警吏団体の巡査部長心得ｓｏus
を解任した事件。
たということ，彼等が公権に対
(1962）を無効とした－つまりその命令は，
業員組合同盟の秘書課長の資格にある，
des gardiendelapaixを解任した事
職業的利益を防衛したということ，
brigaIdierducorpsde
こうした無効判決は，
してとった留保により， 官公吏及びその組合組織が尊重せねばならぬ限界を
越えなかったという事実などに根拠をおいている。 (参事院，１９６６．５．２５日，
Rou▼e,，.Ｓ､1967,Ｊ.ｐ、６，１esconcLRigaud)。
２．官公吏による意見の表明は，官公吏の職務上の権威がそこなわれない
また職務の遂行が防げられないようにすべきである。 (参事院,1939.ように，
７．Ｕ日,Ville。，Aｴmentieres,Rec.ｐ､468;全，１９５２，１１．２０日，maqnin,Rec.ｐ､117）
３°意見の表明に対するこうした条件では，一般公務員からすれば，ある
懲戒処分左派当化することができない。 (参事院，1957.12.20日，Kamdja,ReC．
p､848；全，１９５９．Lezmire,Recbp､229）
公務員fonctionnaireは，自由に話し，書き，ある政党に加盟し，闘争し
かつ選挙に打ってでることができる。 (参事院，1962.10.17日，ministredes
ier,1962・conLKahn)。ffrme6sc/Hocd6,sRec.ｐ､441；Droitouvrier,1962・c
いずれにせよ，意見の自由に関する一般制度は，ある特殊な場合に制限さ
軍隊の士官たちは書く前に許可を求めなければならない。だから，
(2)高】
れる゜
（２）高級官吏の特殊地位
フランスの官公職についての古典理論は，いうまでもなく法や国家の公僕
であって，政府の下僕ではないが，しかし，こうした高貴な観念は，現在，
ある官吏にはあまり目立たないでいる。それは高級官吏の場合がそうであっ
その任命が政府の意のままである部署内で行われる。 なおこれらの職務
県知事，大使，中
て，
表は，1959年３．２１日の統令で定められた通り，大学長，
央行政庁長官などである。
法律的審査を実施することが先験的これらの人物は当然解任されるから，
1６
に困難である。しかし，行政裁判権は，若干の原則を立てた。つまり，その
解職が果して，ある懲戒処分mesuredisciplinaireに相応するかどうかが特
に考慮され， 利害関係者が官公職の服務規律についての保障の権利があるか
が問題である。たとえ，ある過失が引用されても，それは，明確にきめられ
ねばならない。（参事院，１９５３．３．１３日，TeissierbD､1953.735,concLDonnedi
eudeV且bres）－－－そして，その官公吏は，一件書類dossierを伝達してもら
う権利がある。（企上，1956.1.20日，Negre,Ｄ､1957.319,concLGuinin)。
政府の意のままになる職務数が莫大なので， 参事院は，ある職務が問題で
あるのかどうかを審査するように導かれた。判例も豊富だが，つぎのものが，
政府の自由裁量の職についているものと糸なされた。
１゜官房長官directeurdeminist6re（1948）
２°フランス出版社長dir・deAgenceFrance-Presse（1949）
３°国立航空機研究所長dir・ｄｅｌ,oHicenationald'6rudea6ronautiques
(1952）
４°国立中央科学研究所長dir，duCentrenationaldelarccherche
scientingne（1953）
これに反し，参事院は，大臣の意見に反して，大学視学官inSpecteur
d'acad6mieの職を政府自由裁量にぞくしないと柔なした（参事院.1954.10.
１日，Guille,Rec.ｐ、４９６，，．１９５５．４３１，noteBzaibant；Rev・ａ．ｍ．１９５４．５１２，
concLIaurent)。（稿末，参考文献，参照）
Ｖ政教関係史概観
（拙稿
（１）古代と中世の一般性
信仰または無信仰の自由と
早稲田法学第九巻で既発表のものを補足した）
信仰表明の自由との二重の意味での ｢宗教自
由権」は一つの主要な自由である。 過去数世紀にわたり最もざんこ<と恐』M１
とをもって不寛容が実施されたのはこの側面においてである。
フランス政教分離の研究（伊藤道学）刀
宗教自由の問題は，１）国家と宗教との関係２）宗教と宗教との間で
提起され，ある宗教は，「国教religion。'Etat」という公共性，またあるも
｢公認教cmtereconnu」いう優越性をえた。のは，
つぎの三つの様式であらわれるれる：１）政治的権
２）国権と教権とが同
最後に,国家が諸宗教を
国家と宗教との関係は，
威たる国権と宗教的権威たる教権とが混同される。
盟して協約をむすぶ｡(宗教条約制（concordat） 3）
をとり,あるものを有利にしたり邪魔したり差別しない立場 しない。 ただ,宗
教儀礼の執行が公序を象ださないよ うに監督するだけでなく，なお積極的に，
すすんで保護のたある者の信教自由が他の者によって侵害されないように，
歴史と比較法とはこれら三方式の実例を提示した。めの干渉を行うのである。
古代文明は，政教二権（政教二権の混同の例を提供し，そこでは，宗教が公共的，行
役人は宗教的な職務を与えられた。政的な様相をおび， これこそ，古代都市
の型であって，カユのフュステル｡F，クーランジュがつぎのごとく書きえた
ものである。＜古代では，宗教と国家とが－体をなし，各人民はその国の神
を崇拝し，各神はその国の人民を支配した＞･（FusteldeCoulanges,Cit６
antique,1864,邦訳， 田辺「古代都市」－ギリシヤ・ローマの宗教・法律制度の研
究，1944，白水社・第一巻。９章）そしてその最初の政治的構成は「神政政治
th6ocmtie｣。かくしてエジプトや初期ローマでは，国王が大司祭であり，司
教団con6gedespontifesが司法権を行使した。ローマは古代国家と同じく
市民に対し外国宗教の信奉を禁じた。
それが普及した.すべての国家内では， 古代の政教
は「シーザ
クリスト教出現いらい，
混合様式と別な面で， 国家と宗教との関係の問題を提起した。 人
一のものはシーザーに，神のものは神へかえせ！」（新訳誓書･マタイによる福
音書・第２2章-21）私の王国はこの世ではない…」といった。しかもその王国
!ま国家に全面的に吸収されえない。 なお宗教は，その使命において国境を越
える。
。ソスタンチヌス大帝Constantius（c270et288-337）とと 屯にローマ皇
彼等が，クリスリスト教信者たちを迫害す帝たちは，ク るのを止めたとき，
ﾕ８
卜教や司教たちを保護し支持したのは， 。ソスタンチヌス方式にならってァ
外部からであった。
力教と西ローマ崩壊後支配権をえた諸君主との間で結ばれた同盟の中で，
自分の支配力を相手の上に行使しよ うと努力した。教会は政教二当事者は，
世俗問題に，君主は教会の管理に干渉した。
こうした「両剣の争いquerelledesdeuxglaves」こそ，中世をしるしづ
けるもので，「司教叙任の争いquereUedeslnvestitures」であり，法王，ロ
－マ皇帝ない しすべての国王たちによる ｢世界支配のための闘争dommum
l3世紀の始めPhiUipeleBel（1268mundi」である。例えば，フランスでは，１３世紀の始めPhill peleBel（12
と教会との争いなど｡西ローマ帝国の崩壊（灯6） 直後に支配権-1314,1V世）
をえた諸君主と力教会との同盟によって，双方が他の領域に自分の支配力を
行使しようとつとめた。
（２）フランス旧制下の政教関係
フランスでは長い歴史的進化の間で種種な段階を経過した。 1．国家と一
宗教もしくは若干の宗教と同盟， 2．つぎに， 無差別もしくは政教分離の方
式をつぎつぎと採用して現在に至った。 (注，その詳細については，昭・３・「早
稲田法学」九巻，拙稿，「仏蘭西宗教制度の変遷」参照，ｐＰ６９）
旧制下の国家は，はじめ，ある排他的宗教と，つぎに1685までは，ある支
配的宗教と，しまいには，また新たに，排他的宗教たるカトリック教会との
結合方式をとった。
力教と国家との結合は，時として，政権がフランス教会を支配しようと試
糸，１３世紀のはじめフィリップ・ル・ベル（PhilippeｐｅｌＶ世）により，おくれ
によって，最初，事実上の｢フランス教会自す宝義fmmulesgaUicanes」て，
結合であったものが，
つた゜
1516の宗教条約は，
pragmatiquesanction
CharlesⅦ世（1403-
1516の宗教条約Concordatによって法律上の結合とな
(1789まで継続した）例の「プールジェの宗教勅令」
ｄｅＢｏｍｇｅｓｄｅｌ４３８に代った。 そもそもこの勅令は，
が,国王と宗教会議との合意にもとづし､て発した基(1403-61）
フランス政教分離の研究（伊藤道学）１９
で，Ｂａｌｅ会議（1431-49）の決定を受諾したもので本法（国本勅詫ともいう）弓
あり，プラン王国のため， 法王の権威とその拡大に対抗して， フランス教会
自立主義を表明したものもある。 これに対し法王たちは，この勅令に反抗す
しateran）宗教会議（151歩17）は，逆に法ることを止めず，かつ，LaImLn（Lateran）
王権を強化した。
そこで，Fran9oisl世（1495-1547）が，
したしの，それが「1516年の宗教条約」で
法王に満足を与えることを承諾
も 」である。
この宗教条約下では，国家の支持のある，力教会は，単に支配的宗教だけ
でなしに，なお排他独占的な宗教であった。一般的ユダヤ人など対して与え
られた不安定な寛容は，公認教どころか， 黙認教としても承とめられなかつ
た。非国教徒non､confonnismeは，「異端罪h6r6sie」を構成し，異端は，
｢不敬罪Idse-majest6」として処罰される事件があった。
新教改革派R6forme
フランスでは失敗した。
pmtestanteはドイツのある地方で勝利をしめたが，
16世紀前半の多数の勅令は，ローマン・カトリック
教と別な宗教を信奉する者を， 死刑，財産没収，少くとも民事上の無能力を
｢平和回復に関する国王の告示Edits depacin.もって処罰した。もっとも，
cation」のごとき諸条項は， 新教徒たちに寛容の制度を与えて， 自分たちの
教義に従った宗教儀礼の執行を確保したこともある。
rＥｄｉｔｄｅditdeNante」こそば，今までの宗
それは，新教徒たちをすべての民事
れた゜訊問され，いじめられ，迫害
しかし，1598年の「ナントの勅令
教戦争の恐怖時代を閉じたものである。
信仰自由が許された。的無能力から解放して，
自己の良心に反する宗教に対して， 物を行いまた差控え
，宗教行為の諸制限
されることもなく，
る必要もなくなった。ただ，ペリーおよびその周辺では，
が残存した。
ナントの勅令も1685に廃止され，力教会は，もはや排（
しても，依然として支配的であった。ところで，１７８７，，
はや排他的宗教ではないに
た゜ところで，1787,ルイＸⅥ世の勅令は，
のけても，それを公認することなく，ただ，新教徒の無能力をかんたんにとり
religionpr6tendureform6e＞に対して寛容の制度を認め＜自称の改革宗教
２０
たにすぎないので，力教会Iま，実際のところ，アンシャン・レジームの最極
端まで， 再び独立排他の地位をしめた。
国家内支配的また新たに独占的となった力教会は，つぎつぎと，排他的，
で優勢な地位をしめた。力教会は，政権に密接に結合され，その外部的な儀
式は花花し<展開され，「公現祭f6tedusamtRoiLouis」（１．６日）は，
1681年以来強制的となり，その結果，1638年以来，毎年，ルイＸ、世の希望
により，司祭と役人たちは，（聖母昇天祭Assomption，8.15日）に敬意を表す
る行列をして歩くことを命ぜられた゜（1695年，国家の第一品級pZemJer
種種なる特権を享有し，ＯｒｄｒＣｄｅ l'Etatの資格を与えられた聖職者たちは，
租税は免除され，反面，国家に対しては無償贈与を行うことを会議で決議し
た。宗教的訴訟に関する約款により，裁判の公務に参加する聖職者は，議会
や初審裁判所pr6sidiaux内に席を持ち，彼等だけが戸籍事務を担当しか
ＡＲＲＢｍ－つ,教育や救助に関し優越した役割を果たした｡1682年の聖職者総会
bl6eg6n6raleducleZg6は，国王の要求で，１６８２．３．２３日の勅令が確認
する＜フランス教会の自由libert6del'6glisegamcaneを宣言した。この
宣言は，く国王や君主たちは，世俗的事項内では，神の命によるいかなる教
会的な権力にも従属しないし， 世俗的事項は，的事項は，直接にも間接にも，力教会の
また，国主や君主の臣民たちは，それらに主長によっては寄託されえない。
義務づけている服従，臣事，
１７６６．３．２４日の識字（ａ
忠誠などの誓いを免除しない＞と断言した。
･２４日の裁定（arr6tduConseil）eil）はこの主義をとりあげ，国王の
く政権は，力教会の諸命令の公布を支配に極めて重要な誌権利を宣言した。
許したり， またそれらを国法たらしめる前に， その命令様式が，果して王国
の方針に合致するか否か，また公安を害するか否かを前もって検討する権利
がある＞･また政権は， ＜宗教的な命令が国内で有益でありまたは危険であ
るに従って禁止したり排除したりする権利がある＞と断言した。 1762年，イ
エズス会の修道師たちJ6suitesの追放は，フランス教会自立の原則の適用
であった。
（３）フランス革命と宗教的自由
フランス政教分離の研究（伊藤道学）２１
革命は,宗教的自由を宣言することから始めた。１．
条)。
(1789．人権宣言・第１０
非カトリック教徒も等しく， すべての民事的,軍事的な職務に採用され
ると宣言された。（1789.12.14日の命令)。
由を，万人に，自然権,私権として保障Ｉ
自己の所属する宗教儀礼を行う自
，自然権,私権として保障した（1791.憲法第一節)。国王の宗教
たる力教は，依然，優位を継続し，「立憲議会Assembl6econstitn1ante」は，
1790年に「聖体行列processionduSaint-Sacrement」に参列し,今でもなお，
立法議会Assembl616gislativeは，「我が主キリストの聖体の大祝日Fete‐
Dieu｣の行列に院を代表して72人の代議員を送ることを決定した (１７９２．６。
５日）
２°しかし，カトリ
１１．２～４日の命令は，
国家によって併呑される傾きがある。ｸ教は，カ ッ 1789.
宗教的財産を国民の自由処分にまかせたが， 宗教費，
教師養成費， 貧民救助費などの費用を負担することを条件とした。 変形した
１７９０．８。フランス教会独支羊義の古い夢である「国家によ教会の吸収」は，
12日の「聖職者一般法ConstitutioncivilducleZg6によって確立された。そ
O
れ以来，ローマ法王による，－１白:記聖職者一般法の禁止の事実から，フランス
に二つの教会堂，二人の聖職者を持つに至った。フランスにおける公認教た
るカトリック教会は，例えば，グレゴアール師1'abb6Gr6goireのごとく，
宣誓聖職者６cd6siastiquesjur6sから構成された。ところで古いローマンカ
トリック教会は，依然として交融をつづけ，かつて，司教や司祭のぐるりに
集った信者の大部分を結合した。非宣誓者たちは，きびしく法律で処罰され
た：1792.8.26日の命令は，Gmyanaへの流刑を予定した。「国民公会
laConventionnationnale（仏史，1792-95）は，種種なる規定によって,聖職
者の結婚を奨励し，１７９３．１０．５日，クリスト教時代は，げんしゆくに廃止
された。
｢山嶽党員過激革命派の憲法constitution3°こうした時代に，力教会は，
つぎのごとき明文一＜宗教儀礼の自由な執行はmontagnardedel793」の，
禁止されえない＞（ａｚｔ７)，
た。共和国は，旧宗教のご
にもかかわらずもはや，公共的宗教でなくなっ
教のごとく， 政治的， 行政的な性格をもつところの， 純
2２
粋に国教という奇妙な試糸を企てた｡Fol]ch6-（J､1759-1820,ジャーバソ党
員として活躍，1794党主，ロペスビニール失脚のいわゆるテルミドール事件の陰の役
者，ナポレオン治下に重要職，退位， ルイ18世のとき復帰したが晩年不遇， トリニス
ェベール卜に死んだ）－は，Neveｴｓにおいて，共和国の宗教を設立した。エベール
派partih6bertiste-（JH6bezt,1757-94,革命党員）－はく理性教
cultedelaRaison＞を基礎づけ，それのNotreDameの中央会堂は，共
和国第Ⅱ年プルメールｂｍｍａｉｒｅ月20日に「天主堂1eTemple」となった。
しかしながら，全年プリメールfrimaire月18日，第Ⅲ年，全月３日など
非宣誓者たちによって実行されたカト リック教をのぞいて，宗の諸法律は，
教儀礼の自由を宣言した。（共和国第Ⅱ年，プリメール月18日の法・第3条)。
ロベスピエールRobespi6re-（1857-94；フランス革命の指導者の一人，ジ
ャコバソ党主1892年国民公会に選出され，ルイ16世を処刑，温和派のジロンド党を弾
圧，1894年，脅嚇政治時代を牛耳った。1894年７．２４日突如，議会で弾劾され，彼と
彼の一党20人が逮捕され，翌日ギロチン台の露と消えた｡)－
かれは，牧月20日（仏史)，無神論の妖怪をおごそかに焼いた後，練兵場で
行列して，神聖な山の上で，「自然の創造者Auteurdelanature」に加護を
祈った。この新儀礼は，テルミドール９日（熱月。ロペスピニル処刑の日）と
その創立者の死まで生き残らなかった。
４°執政政府Directoire（総督政治Consulat，1795-99,国民公会の後をうけ
て仏を支配した，ブルジョア共和政府，500人会と元老院の二立法院と「五人の総裁」
の行政府とからなる。反革命勢力とジャコパソ的急進派との間にあって， 政権は不安
定，１７９９．１１月，
「政教分離目
ナポレオン－世のブリューメル18日のクーデターで崩壊｡）により，
S6parationdel,EgnseetderE1at」という新方式が始められ
共和国第Ⅲ年の憲法第354条はつぎのごとく規定したるに至った。
屯，法律に#
＜何人
従へぱ， 自己の選択する宗教儀礼を行使するこことを妨げられない。
共和国は給料を支払ある宗教経費を寄付することを強制されない。何人も，
わない＞･宗教儀礼の自由は，国家の宗教無差別性にもとづいて宣言された
もので共和国第Ⅳ年ブドー月７日の法によって明確にされたように，それは，
フランス政教分離の研究〈政教分離の研究（伊藤道学）２３
ただし，すべての外部的表ある儀礼の執行を混乱する行為に罰金を科する。
明を禁止し，また， フランス領土内に居住していない宗教教師または被受権
者の干渉を抑制する。宗教儀礼の行使のため，市町村は，ま，いかなる場所も提
共和国第Ⅳ年の芽月
筐は，宗教儀礼行使に
すべての外部的示威運動が禁止され，供しえない。
(共和暦第７月， の法律は，３．２１（22）日～4.18（19）日まで）
信者を集めるため鐘を鳴らす行為に対して， 1ケ月から６ケ月の刑を科した。
５・実月（ミノリ月，共和暦第12月，８．１８（19）日～９．１６（17）日の直後に
企てられた国民儀礼Cultenationalの最後の試承一「神・人の礼拝culte
desth6o､anthropophilesと「十日目毎の礼拝culted6cadaiｴe」（一般儀式と国
家祭日を伴った）－の後，法王との宗教的和解pacificationreliqienseが，
常に依然として生命力のある人民の信心を考慮して確立された。 多少，不覚
容な政教分離の方式は，執政政府の方式だったが，1801年7.15日（共和国
第Ⅸ年,収穫月25日)，総督政治Consu1atによって，法王庁との間で締結さ
れた「宗教条約ConcoIdat」制度に席をゆずり，1802年，４．８日（共和国
第X年,収穫月18日）国法として公布された。
（４）宗教条約制度：1802-1905
つぎの２つの部
いわゆるの宗教
ｸ教一共和国第Ｘ年収穫月18日の法は，1･カトリッ
法王によって署名されたごとき，分から構成される：
条約，２）その後，
行細則articlesoIgax
1）
フランス政府によって円念に制定された宗教条約の施
oIganlques
Concordatとかr6gimeconcmdataheといフランスの行政的』慣行内では，
換言すれば，宗教に関国際公法の意味におけるコンコルダー，った表現は，
法王庁と国家との間の条約tmit6する公共役務の組織のための，
念を越えるに至った。
宗教条約制度は，フランス・
教会だけでなしに，なお２つ’
といった観
フランスでは，２世紀以上も継続した。その始めは，力
なお２つの新教，あとでは，ユダヤ教会に関する，７月
の君主政治のもとで補足された。
力教に対するコソコルダー制は，原則として，1516年のそれを再びとりあ
２４
げ，力教を国教とすること73ﾐ<， この宗教を国家の保護のもとに再興した。
こうした性格は，1814の憲章Chaｴｔｅ(art､６）によって与えられたが，１８３０
年の憲章（art、８）は，力教を「大多数のフラン人の宗教reUgiondela
majorit6desFran9ais」としてしか象なさなかった。
王政復古Restauration（1814,プルポン王朝の復活）は，力教を第１位の宗k，力教を第１位の
そのうち，特に，日曜
,，いわゆる「不敬法
教にしようとする希望から諸種の法律を議決させた。
日や諸祭日の遵奉に関する法（1814.11.18日の法）や，
l0idnsacril6ge」とよぶ法律（1825.10.20日の法）など。
法王庁との間で，
mhTRRの)ず対で生’
1801年のものと異るコンコルダーの試糸は,両議院Cha．
nbresの反 で失敗し，
とにかく，コンールダー
1817年のコンコルダーも両議院で採用されなかった。
コンールダー制によって，国家は，力教に国の援助を与え，司教
や主任司祭に対し俸給を支払い， 教会のための基金を可能にした。 反かつ，
対に，革命の結果，
に，収奪不可能な
ナポレオン２世Premi6rConsul Iま，教会財産の取得者
所有の安定tranqUme収奪不可能な財産propri6t6incommutableと所有の安定
possessionを確保した。
第２皇帝は， 枢機卿たちcaminauxを上院の正式メンバーと予想しつつ，
大学内でこれまで維持してきた重要性によ ってマークされる教会の政治的な
役割を更に強化せざるをえなかった。
新教その他の宗教一一新教に対するコンコ2０ ルダー制度は，コンコルダ
-そのものではなくって，
新教の牧師たちは，１）
と，２）アルザスーロー】
専らその施行細則に含まれている。
枚師 ，１）フランス改革派教会Eglises窪form6esdeFrance
ア レーヌ地方のルター派教会，Edelaconfession
d'AugSbomgの二宗団に所属し， 俸給を受けた。国家は，信仰表明にもたら
す変化を監視する目的から， 諸教会と外国権力との間の関係を禁じた。
その他の宗教， つまり,ユダヤ教会に対しては,警察上の理由から， 1808.
｡１７日の勅令によっての染組織されたが，３ その教師たちは国の俸給を受け
イスラニル教にも国俸を与え，ていない。しかし，１８３１．２．８
かつ，1844.6.14日の布告は，
日の法は，
イスラエル教の一般組織をも対象とした。
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1844年から1907年まで,４つの宗教（力教1つ，新教2つでクリストよって，
教が３つ，
を受けた。
が国家によって認められて国の保護と助力あと１つがイスラエル教）
その他の宗教は寛大な扱いを受けたが認められず， それらの教師
国家の監督かたちは， 国家がわからのいかなる俸給も受けなかった。 反面，
らのがれた。
こうした制度は，1905年に，
となるわけである。
（５）1905年以来の政教ツ
｢教会と国家との分離制度｣に席をゆづること
905年以来の政教分離制
1・政教結合から断絶へ政教分離は， 共和派と自由派との対立によっ
て，第Ⅱ帝政以来宣言され，第Ⅲ共和制のもとで更めて支持された。
注
共和主義者たちlま，マクマオン大統領(1808-93）の道徳秩序の制度の間の
力教の姿勢を非難した。彼等は，教育や葬儀などに関し，その世俗化の原則
を宣言せしめた。（注MacMahon）
他方，力教会は，２度にわたって，「ドレプュス事件aHaireDreyfus」－
(1897-99,第３共和制のフランスで，軍部が，対独復讐,反ユダヤ感情をあおるた
め，ドレフニスをスパイ容疑としてデッチあげた事件。ゾラなども弁護し，1906年無
罪となった)。－から，反共和派となった。しかし，それは，かつて法王も
賞揚し，Lavigerie枢機卿の有名な乾杯などによって具体化された「共和制
加担の効果effetsduraniement」を破壊する態度を示めすものであった。
これに加えて，1901年の「結社法１oisurlesassociation」は，「修道会
congr6gation」に対して， きびしい制度が予想されるので， 政教分離の前ロ
上とゑなされた。おまけに，つぎのような偶発事件が，政教断絶ruptureを
司教の任命を法王にまかせないで， フラン政府が直接に任かりたてた：１）
命しようとしたこと（Nbbisnominavitの争い)。２）法王が国際慣習を無視
予めフランスに連絡しないで各列強にあてた文書は， 仏伊の接近の時，して，
のローマ到来に抗議したものであ
,ｎの司教たちをローマに召喚した
統領MLoubet（183←1929）フランス大
LavalとDijonる。３）最後に，法王が，Ｌ’
ことに対し，フランス政府は， コンコルダー施行細則第20条（無断でフランス
２６
領土や司教区を離れることを禁止する条項）の違反だとしたことで，政教断絶力：
完成される。Ｍｅｒｒｙｄｅｌ
ので，外務大臣Ｔ･Ｄｅｋ
＜共和政府は，法王庁cＺ
Val枢機卿がフランス政府の権利に反対し抗議した
Ｔ・Delcass61852-1923は，
法王庁の意思表示によって，
結局,つぎのごとく宣告した：
なんらのあてもないと思われる
かくして，大使の帰休の結果，公式な諸関係を終結させようと決心した＞。
すでに火の消えた， ヴァチカンのフランス大使館は廃止された。
２．政府断絶から分離へ
loides6paration」によって，
1905年１２．９日の，いわゆる「政教分離法
フランスに新しい宗教制度が確立された。
｢信仰とその外部的表明たる宗教行為の自由libert6deconscienceそれは，
eｔｄｅｃｕｌｌetdeculte」を宣言し，保障した。しかしながら，従来存在した「力教会財
産管理部fabriques」や「新教教務参事会consistoires」のごとき，旧宗教特
殊公共団体もtablissementspublicsduculteが廃止されて，新に，＜宗教社
cultueUeS｣によって置きかえられた。団associations それらの社団は，1901.
１日の一般結社法によって特殊能力をもち， 国家の財政的管理に従わせ７゜
られた゜それらの社団は，宗教の費用，維持および礼拝の公開執行を援助す
ることを委託され，信者たちの会費cotisationdesfid61esや，さきに存在し
た特別公共団体 (分離法で廃止された）の諸資産を自由に使用した。
新教やユダヤ教は，これらの社団を急いで組織した。こうした社団の創立
は，フランスカトリック教の一部の意見一アカデミー会員，緑の枢機卿，
司教の大部分一によってよく受け入れられたが，若干のカトリック法学者
(モーリス・オーリューMHauriou）により，「カトリック階統性の原則prin‐
cipedelahi6raI
式に否認され（1〔
廻状)。それ以来，
の抵抗をうけた。
lahi6THTEhie
Iされ（1906.
catholique」に反するものとされ， 法王によっても正
その創設を禁止された（1906.8.10日の２．１１日の廻状)，
新教やユダヤ教の法に対する服従に反 し，カトリック教
分離法による宗教社団は，＜神によって神聖に創設された
階統的団体でなく，
難を受けた結果，、
財産を失った。力；
世俗人の社団にすぎない＞との理由で法王のはげしい非
フランスでは組織されなかったので， 力教はそのすべての
力教会の政策は， 法に反対し，その後で迫害だと主張するこ
フランス政教分離の研究（伊藤道学）２７
とにあった。
フランス政府は，一連の有利な措置を与
力教会を再びおくことに努力した。
1907.1.2日の法は，単に，1905年の
でなしに，なお，1901年の「一般結社法」
えながら，共和国の合法性の中に
｢宗教社団の方法」によってだけ
並びに，1881年の「公開的集会の
公けの礼拝を執行できるようにした。制度」でも，
力教の聖職者は，最後の方式（公開的集会） をすべて採用しながら
否し，ときには，すべ
しかし，
し，1881年の法による「事前の屈出d6claration」を拒 し，
ての年度， すべての宗教儀式に対して一回で有効な屈出すら拒絶した。 その
ことから，1907.3.28日の法が生まれ，すべての公開的集会に対し屈出の
必要を廃止し，カトリック聖職者を，無理に，一般的合法性（法の範囲内）に
おいた。カトリックの抵抗により，本来，宗教社団に帰属さるべき多くの財
産の喪失によって解決された。１９０８．４．１３日の法は，物質的な一連の諸問
題をすべて規定した。1905年の法（政教分離法）をはげしく非難した法王は，
1907,1908年の法（上述）をも否認した。純合法性の地盤の上では，カトリ
ある種の物質的な利益を失ったが， 公開集会の制度のもとにおかヅク教が，
れたカトリ ヅク教は， 自由に活動したこともまた真実である。
２°政教分離から相互理解へ政教分離制は，他方で，ちくじ弱まる
にいたった。第一次大戦の直後，1921年に，ヴァチカンとペリーとの間の外
交関係が復活された。それらは分離制の中で一種のコンコルダー制が構成さ
れるといった奇妙な結果となった。人はこの制度の諸要素のうちに，外交関
係復帰以来，フランス政府に同意した，司教任命に対する注視権droitde
regardの存在を指摘しうる。つぎに，１９２６．１２．４日，ペリーで署名され
た２つの重要な合意条項において，フランスの外交代表が，東方諸国で儀礼
的な栄誉をうけ，最後に，アルサス・ローレーヌ地方では，旧コンコルダー
制の一部が維持され， 全地方の政教法規に関係をもっている。 1９２５．１．２４
日の参事院の告示は，これら地方のフランス復帰後，アルサス゜ローレーヌ
におけるコンコルダーの維持を肯定した。
2８
外交関係復帰の結果として，「力教会の公礼拝cultepublic」を確保する上
妥協的な解決を見出すことができた。に役立ところの社団に関し，
新しい社団の定款が，カト
つまり，
種種なツクの宗教的権威によ って立案された。カ リ
法学者によってそれを研究せしめたフランス政府は， その計画が，フランス
1923.12.13日の参事法と抵触しないものと思われた。 こうした適法性は，
院の告示によっても述べられた。教皇SouverainPontifeは，1924.1.18
日の廻状（Maximangrav】ssjmmamque）によって，これらの保証に満足を
示めし，＜司教区社団associationdioc6saines＞の創立を許可した。過去２０
年の中間期間（合間）の後，カトリック教は，新に，分離法を弱めた方式に
むしろ，相互理解の精神のなか従って活動することができたというよりは，
で分離法を維持したともいえる。全く，千変万化の法制。
Ⅵ国家の世俗化と中立化の問題
(政教分離の内容と限界）
国家の中立化neutralit6と世俗化lafcit6とは，Dit6とは，XIX世紀の終り，プラン
１９０５．１２．９日のいわゆる「政教分学校事項について導入されたが，スで，
つぎの如きかんたんな条文の中で正式に宣言された：離法第２条により，
いかなる宗教も公認しない＞と。く共和国は， そこで，この文例を検討する
政教分離の内容とその限界を明確にすることができる。ことによって，
Ｉ ＜世俗化＞という観念の内容
(1)公権力の縮少
世俗化，中立化した国家は，
限は，特殊な公共役務の消滅
ついては縮少される。礼拝の
団に関する公務も消滅した。
かくして，政教分離以前に】
もはや宗教的事項に干渉しないので， その権
(教会財産管理部などの廃止）によって,諸宗団に
礼 ための信用（宗教予算）が廃止されたので諸宗
教分離以前に存在した，「公認教」－力教会，２つの新教
フランス政教分離の研究（伊藤道学）２９
それらの教師は官吏であった－と「非
）との差別扱も撤廃された。
教会，イスラエル教会は公認され，卦
公認教」（しかし寛大な取扱いをうけた）
それいらい，中立になった国家は，
的な事項には干渉しない。政教分離iＩ
もはや教会的な規律事項も し<は精神
政教分離法第44条は，公認教の公共組織規定をす
べて廃止し，フランス元首は，かくして， 司教その他の教会高官の任免権を
樋棄し，聖職者たちは，顕職につく権利，儀典や会合における上席権を失い
司教や大司教などは，その裁判の特権を失い，一般聖職者たちは，もはや，
ある委任への被選無資格に処せられえない。
諸宗教への信用（予算）の廃止は，分離法第二条より派生するものでつぎ
いかなる宗教にも俸給を与えないし，のごとく規定する：＜共和国は， また
補助金も交付しない＞，されば， そこに宗教予算の廃止と補助金の禁止の原
フランスで分離法によって完全に実施された。則は， リツタ教会は，か
しかしながら，分
カトリ
って英国教会が受けたごとき年金の償還を受けなかった。
離法第２条は， Brianｄ(分離法委員長）の表現によれぼく国家の手当を引続受
政教分離当時現職にある聖職者の扶助料制けたい者の不幸を防ぐ目的で＞，
度を組織だてた。
（２）世俗化の意義
４日の憲法第２条はつぎのよ うに宣言した：1９５８．１０． くフランス国は，
その家柄， 種族もしくは宗教などの区別な世俗化された共和国であるので，
すべての市民の法の前の平等を確保する＞。しに，
＜世俗化lafcit6とは，寛容と尊敬の原則principedetol6ranceetde
唾spect＞である。
世俗化とは，フランス公法学者JeanRivem教授が述べているごとく，Rivem教授が述べて
１，Etat＞として分析される。換言す＜国家の宗教の無差別性indIIexencede
れぱ，教授はつぎのごとくいう ＜不信者の意識は信者のそれと同価値だ。
だから，かれらの要求exigencesが公共秩序を乱さないかぎり，等しく，そ
の要求が満足さるべきだ＞・－無差別平等→要求満足へ－
参事院はつぎのように承とめた，つまり，養護者がそこをぬけだしえない
3０
国家世俗化の原則ある宗教教師が管理しても，ようなその施設を， なんら，
そこをぬけだす能力をうばわれている児童と抵触しない。されば，法規上，
参事院はつぎのごと <判定した。たちの世話をしている養護に関しては，
＜たとえ，他と別な儀礼を実行し，もしくは他のいかなるものをも実行し
ゴンギヨウ
なし､人人の信仰の自由を保護するため，また，救護所の室内での勤行や集団
(発布）することが，県会的な祈りなどを禁止するための有効な規定を制定
｢信仰自由の尊重も,また行政官庁の中立の尊重｣も,一にぞ<するにしても，
絶対的な禁止を正当化しないだろう＞般的， (参事院，１９４７．６．６日，１mion
Rec.ｐ､250)。catholiqnedeshommesdudioc6sedeVersailles，
判決のなかで重要な役児童たちがぬけだすことができないという状況は，
なぜなら参事院が反対にある高等校校の ｢施設付司祭の宗務の割を演じた。
生徒たちから礼拝の実行をうserviced，aum6nene」 を廃止したのは，執行
ぱったこ とにならないと判断した。 なぜなら，
１９４９．４。
この施設の生徒たちは専ら通
学生であったからである。 (参事院，１９４９．４．１日，Comit6catholiquedes
etcoll6gesdeSeme-et-Oise,Rec.ｐ､１６の。parentsdes61evesdeslyc6Set
（３）補助金の問題
ときにはもっとデリケートな諸問題を提起す補助金交付の禁止の問題は，
それは，宗団Egliseもしくすべての公法人に対して禁止されるもの，る。
｢直接の補助金subvensionある予算内に計上するIｆその成員たちのために，
directe」であるる。政教分離法第２条は，「諸宗教の公役務servicepubnc
●●●●●●
descultes」に対して，永続的かつ正規的に補助する目的で予算に計上する
市町村その他の公共団国家，府県，うとしたのだから，ことの糸を禁止しよ
官庁によって正式に求められた場合， 彼等の職諸宗教の教師たちが，体は，
。。●
偶然的に与えて
。｡Ｃ
－ｆ時的，務行為によって果した奉仕に相当する正当な報酬を，
なんら妨げない。
◎
９
、
Ⅱ
ノ
Ｊい）皿
(参事院，１９２２．１．６日， CｎｍＴＴｌ１１ｎｅｄｅ Pemuie，Rec． p・
祖国のために戦死した兵士たちが帰国したさいに行った葬儀の費されば，
用を市町村に負担させることは許される。 (参事院，1922.1.6日，上記。全，
フランス政教分離の研究（伊藤道学）３】
noteBeudant；全，１９３１．６．１０日，Rec．１９２７．４．６日，Ｄ･Ｐ、１９２８．３．１７，，’
p､356)。
同様に，ラジオ放送事業（国営）が， 宗教教師たちの協力を利用した際あ
(Ｃｆ､aum6nerie,art、２，Ｌ１３ａｖｒ､1908）る手当彰支払うこともできる。
ある司祭に司祭館の無償享有を承認したり，種種なる仮装的補助金で， ま
低い家賃で同意したりする市町村もありう る。１９０７．１．２日の法
主任司祭館の賃貸料を府
たI弟
は，」lま，その期間がどうであれ，たとえ９年以内でも，
県の認可にまかせた。
仮装的な補助金の可能なもうひとつの手続は，諸教会堂の管理事務のそれ
教会堂とその付属動産は，
その額を決めた。これら（
司祭に委されかつ報酬が支払われる。 諸である。教：
通牒は，そＩ
管理手当は，
これらの特殊用役をのぞいて，のぞいて，司祭に与えられた
それを前提とするところの弁
'２６日，Ｐ鐺fetdud6partement
l6日，CommunedeMontjoie．
1つの仮装された補助金となり，
済は取消されることもある。（参事院，1914.6.26日，
desHautes‐PW6n6es・Rec.ｐ､774;全，１９１９．５．１６日，
Rec.Ｐ429）
公物となっている礼拝所の修繕または維持のための予算を計上市町村は，
しうるが，しかし，その記載が，建物の維持もしくは，市町村に利益となる
礼拝の執行を容易にすることだけを取付設備を目的とするのでなく， ただ，
めざすなら違法であろう。（参事院，1937.1.22日，VnledeCond6sur-Noireau，
Rec.ｐ､８７；全，１９１１．１１．１０日，CommunedeSaint・B1ancard,Rec.ｐ･1001；全，
1929.11.20日，SieurFoussard,Rec.Ｐ999。（1905年法第13条，1908.4.13日法
により修正された)。
法律が明らかに予想するのは，租税の免除が結果としておこるものである。
(1905の法，第２蜂；1909.7.19日の法，第４条；1926.429日の財政法第11条；
１９５０．４．６日の租税一般法典，・art,１３８３，３｡)。
Ⅱ世俗化の諸限界
（１）和解手段（妥協案modus-vivendi）
国家の中立化や世俗化についてのあま りにげんかくな概念は，結局諸宗教
３２
の実践活動exercisedescultesIこ対して全く窮屈となった。
中立化と世俗化という政教分離の原則は， ある相対的な射程しかもたず，
諸宗教の自由な行使を容易にする諸限界を糸とめている。それは，
国家は，原則上， 現実的にはもはやいかなる宗教も公認しないとしても，
諸宗教の宗教教師並びに信者たちに， 政教分離のときに存在した礼拝所やそ
の付属動産に対する諸権利を依然として認めている。
現在の国祭日に関する諸法規が分離法第42条によって維持されていること
は，如上の観念とむすげられる。そして，フランスの国祭日は，大部分（三
分の二）宗教的起源のものである。
1°日曜日lesdimanche
２･クリスマスNoiil
３°昇天祭Ascension
４゜聖母マリア昇天の祝日Assomtion
５°諸聖人の祝日Toussaint
６゜聖壽降臨祭lundisdePaqnesetdePentec6te
７．ジャンヌダルク祭ｆ６ｔｅｄｅＪｅａｎｎｅｄ，Aｍ
８°復活祭Paqnes
９.大戦休戦記念日１，Armistice（以下非宗教的）
10．元旦ｌｅＪｏｕｒｄｅｒＡｎ
ｌｌ･メーデーlaf6tedeTravail
l2･ペリー祭laF6teNationale
世俗人と同じような市民ではない。 というのは，彼等は
筐式は，刑法上の軽
また宗教教師は,
前の宗教婚の挙式
また，宗教教師を良俗違反に関す
(刑333条)，信仰告白もしくは指導
トリック教師に適用する（刑.378条)。
宗教教師というだけで，民事婚（婚姻届）
犯罪を犯かすことになり（刑第199,200条)，
る刑の加重情状をうける資格ありとされ
監督を与えたことの秘密保持の義務を力
更にまた，埋葬許可証な
(ｄ４ｔｈｅｒｍ・ａｎⅢ）
く出棺する宗教教師は処罰される (刑471条15項)。
フランス政教分離の研究（伊藤道学）鍋
立会った，その人からの贈与および聖職者たちは，彼等が人の臨終の際，二
遺贈を受けえない（民・第909条）
（２）施設付司祭（御用牧師）の制度
国家世俗化の原則は，宗教行為（儀礼）
に緩和した。特に「施設付司祭」aum6ne
の自由を可能ならしめるため大い
rieの場合そうである。
1905年の政教分離法第２条は，すでにつぎの如く糸とめた。＜公立高校
(７年制)，市立中学校，小学校，病院，収容所（授産，老廃，精神病，保育，無
料宿泊等）および刑務所などの公共施設内での自由な宗教行事を確保するた
めの施設付司祭の費用を予算に計上することができる＞。
刑務所付司祭(日本の教諒師)一(1959.3.25日の条例で決定)，軍隊付されば，
司祭などが現在でも存在する。宗教教師は，その在院者たちが，自由にその
施設をぬけだしえない場合その病院を管理することができる。 (参事院,1947.
Rec,ｐ250）
，ところで，
６．６日，unioncatholiqnedeshommesdudioc6sedeVersailles,：
公立高校（7年制）には，ずっと前から施設付司祭があった。
1946.6.30日の文部大臣通牒が， 1939年以前に存在しなかったすべての施
設付司祭を廃止したのを参事院は違法と承 なした。（参事院，１９４９．４．１日，
ChaTeneau,Rec,Pl61）
１９５７．１２．３１日の法､｡59-1557は，その名目では，国家と私立学校法人と
の関係に当てたものだが，実際は，国家が，公立学校生徒にも，礼拝や宗教
教育の自由を確保するため，有益な規定をつくれるようになっている（同法
第１条3項)。この条文の適用につき，1960.4.22日の命令は，種種なる学
杖の公共団体内での施設付司祭の制度を予想している。
礼拝所や礼拝用具の占用権(3)
宗教教師や信者たちは，分離法後も， いぜんとして，，礼拝所やその礼拝用
1907.1.2日の法第５
,ｄｕｃｕｌｔｅに充当され
もとどうり，信者たち
具に対する若干の権利の名義人として糸とめられる。
e垂rCiCedu条Ｉ項はつぎのごと規定する：＜公けの礼拝
た建物並びにその付属動産は，その宗教行事のため，
されば政教分離当時に存在する礼拝や教師たちの自由使用にまかされる＞･
3４
所や礼拝用具に関する「礼拝への充当ａｆｆ
そこで，若干の学者たちは，かかる充当は，
また，分離法の翌日には，少くとも力教に【
affe⑥fｎｔｍｎ aucmte」が認められる。
ある象せかけをよそうところの，
少くとも力教に関するかぎり，彼等が予想もしな
なぜなら，既述したごとく，法王かつた事実に好奇心をもったものもいた。
｢宗教社団associationcultueUe」の構成を拒絶したので，lま，例の かかる充
当が夢にも期待されなかったからだ。 つまり，分離法によれば，宗教社団の
設立によっての采その充当が糸とめられるはずであったからだ。
｢礼拝充当」問題を解決した。 該しかし，1907の法は，
法によれば，諸会堂お‘
だんことしてこの
諸会堂および付属の動産は， 教師や信者たちのための特殊な充
う重荷をおわされてはいるが，当とい やはり公物の一部を構成する。それは，
本来の用法にかなった公有財産の個人的使用にすぎない。
1905年法と同じく，この1907年法をも否認したが，しかし，尤も，法王は，
こうした否認は， 1907年の法そのものが教師や信者に対して与えた使用権が，
もはや不安定なものでないかぎり，また，参事院の判例が，時を移さず保護
しにいったかぎ りにおいて法王の反対は依然として法的効果がなかった。
こうした状況は，種種なる主張とは反対に，極めて，かつ完全に法律的で
ある。つまり，それは（前述の状況)，異議がある場合は，これらの権利の名
義人やその正確な効力を決定することは， 民事的，司法的もしくは行政的な
裁判権に所属するという，皮肉な結果に導いてゆく。されば，いかなる宗教
をも公認しないという国家の諸裁判所は， 教会堂の占用権の名義人として，
教階制ｈｉ＆amhieに服従すると1）自己の欲する宗教組織の規定，特に，
自分の司教と考えが一致しつづけているころの（注１)，２） ｢聖職者１，６cc‐
だけを承認するように決定したl6siastique」 (注の。（力教教階制の尊重）
(注１）大審院,1912.2.6日,Rec､Sir.,1912.Ｌ３６１ｅｔ1913.1.137,notemestre．
(注２）参事院，１９１１．３．１７日，abb6Haxdel,Rec,ｐ､350;同，１９１１．４．８
日，abb6Anselme，Rec.p､464;同，１９１４．１．３０日，abb6Mamqont,Rec.p,120.
かくして,主任司祭Ｃｕｒ６ 'よ会堂の鍵の独占所持者である。 (注1）但し,鐘
市町村長が個人名義で鍵の所持楼堂の入口が会堂と独立していない場合は，
フランス政教分離の研究（伊藤道学）３５
；ｏ透cesや宗教行事exerc1ses
学令児童や義務教育者などの都
渚となる。（注２）聖職者ministreは， 聖務
remgienxなどの時間を自由に決定するが，
合を考慮すべきである。（注３）
主任司祭は， 会堂の内部で祭司的な警察権policesacerdotale をもち，ま
信者たちの公けの礼拝exercisedncuUe を確保するため会堂の警備やた，
取締の権利をもっている。（注４）また，座席の指定を行いうるし（注５)，ま
た，ある種の信者に席を留保し，ある場合には宗教的な葬儀obsequezeUgi‐
euseを拒絶して，聖職行使内で，または会堂の規律を適用し，こうした制
裁を行使することもできる。（聖職者自体の信仰自由）
主任司祭は， 慈善事業のための義損金をつのる こともできるし（注６） ま
た会堂の内部的な装飾に関しては排他的な権限を自由に行使することもでき
ろ（注７）
(注エ）参事院，１９１２．２．２４日，add6Sarralongue,Rec,Ｐ250;同，１９１８．５゜
３日，abb6piat，Rec,p､409;同，1913.6.20日，abb6Amaud,Rec,ｐ725）
(注２）参事院，１９１４．３．６日，abb6Desvals,Rec,Ｐ307;同，１９２５．１１．２５
日，abb6Dain,ｐ､927;同，１９３８．５．２４日，abb6Touron,Rec,p､４６２．
(注３）1882.3.28日の法，第14条，１９３６．８．１１日の法，第９条Ｉ I項，
･２２日法．１９４６．３．２２
(注４）参事院， １９３８．３．２４日Touron，Rec,ｐ､４６２．
(注５）参事院， １９３７．１．５日，sieurBonnafos,Rec,ｐ､４８．
(注６）参事院，
(注７）参事院，
１９３４．１．２日；ＲｅｃＰ､61.
同日の11の判決，同，１９１７．８．１０日.Ｒｅｃｐ､640,conclusions
Cnmeilに
同様に新教に対しても，参事院は，旧宗教営造物の諸財産を，1872の新教
会会議及び1938の届出から派生するところの ｢宗教社団associationcultuelle」
に充当した。（注１）
（注１）参事院１９１０．１２．９日，
２５;同，１９２３．２．１６日，ASso
Rec,p､96;同，１９４３．６．２７日，
AssciotioncultnelledeNice,ＤＰ､１９１２．３．
presbyt6raledel，Eglise蛇fozm6ederAsso，
ＤＣ1944,Jurisp､70.noteReuter;同， 1945.
Eglise鑓fom6e6vangeliquednVigan.Ｄ､１９４６．１５６．３．２８日，
19Ｗ以前に公共儀礼に使用した会堂および礼拝堂 cha．これの占用権は，
３６
peUeに関するものだが，諸半l例により，また1919.4.17,1941.7.12日
の法によって， 世界大戦の翌日に復興された会堂にも， またどんな災害の直
後に再建された会堂にも適用され，また，教理問答室sanesdecat6chisme，
会堂の境内にも範囲が広げられた。
会堂外では今まで伝統的に礼拝が行われた，また， 十字架の立つ丘，十字
げて，それが動く動か架などの外部的記念物に占用権が象とめられ， 更に広げて，
ないにかかわりなく，
にもおよんだ。
動産物件：聖堂内陣の聖職者および共請祈祷席staUe
かくのごとく決定された占用権の基礎は， 極めて広くかつ1905年分離法第
判定される「編入解除d6saffe‐13条が予想するところの参事院決定によって判定される「編 jiz
ctationがないかぎり行使されるので、極めて堅固な権利である。
Ⅶ政教立法の諸原則
Ｉ宗教自由権の一般原則
（１）信仰の自由フランス共和国は，
を確保した（分離法第1条）結果，各人は，
信仰の自由１ibert6deconsience
ある宗教的信念を認めもしくは拒
ぱ承，または， すべてtのに無関心でいることしできる。 何人も，自分の宗
教的意見に対して不安がる必要はないが， その表明が法の定める公序を承だ
自己の信仰をきずつけた者を訴えたりしてはならない。従って，誰でも，
(分離法，第31条，民，1382条)，他人」と結合したり（1901,結社法，'第３条)，ある
，言論,書籍，
り弁明したりす
２日，１８８０．３．
宗教的目的をもつ公共集会に参列したり (１９０７．３．２８日の法)，
出版，図像， 教育などによって自己の宗教的信念を表明した
ることもできる。（1886.10.30日，1850.3.15日，
18日の法)。
（２）宗教行為の自由Iibert6descultes
１８７５．７．１２日，
公序のために必要な後に規定する制限のもフランス共和国は， とにのみ
±民は，外宗教行為の自由な執行を保障するので（分離法第１条)，すべての公民は，
フランス政教分離の研究（伊藤道学）３７
自己の信念を公然と主張する権利があり，部的な諸行為によって， しかもそ
公序の利益が合法的に援用される場合のほかは妨げられることはの権利は，
ない。もしその条項が欠如したり， またはその適用に疑義がある場合は， 寛
立法者の意志に最も一致するものである。大なる解決こそ，
の内外の警察後Ｉ
(公共集会，宗教
方 述)。（殊に参事院は，
(3)教会と国家との分離s6paratj
公序による禁止令を仔細に検討した）
（３） iondesEglisesetderEtatフランス
共和国は，いかなる宗教をも公認しない。俸給を支払いまたは補助金を交付
することもない。（分離法，第２条第１項）
その結果，１．宗教教師の一般法への従属。－しかしながら，宗教教師
Iま，人に最後の説法中，その臨終ま じかの病人が教師のために為した処分を
利用することができない｡(民法第909条第４項） 宗教教師は，職業上黙秘すべ
旨第378)。また彼等は，この規き事項によって引続きむすびつけられる。 (刊法第378)。
宗教教師信仰の秘密をもらすことをこばむことができる。定をたてにして，
刑法第330条で規定されている犯罪の資格で， (良俗違反attentatsauxmoems
の加重情状を構成する刑法第333条の規定が未だ生きているように思われる。
2.国家，府県， 市町村の宗教的な給料r6tributioncnltneUeの廃止｡－
教会堂の管理事務手当については前述
３°公認教の法定組織の廃止，（前述,政教分離小史参照）
４゜１日宗教営造物の廃止（同上）
Ⅱ宗教の法定組織
(1)私的集会宗教行為は， まずさいしょに私的集会によって執行さ
その際つぎの二様式を含んでいる。れる゜
ａ）家族的礼拝cultedomestique
る聖務の挙行。完全に自由である。
:家族成員または同居者だけの参列によ
b）集会的礼拝cultepriv6enunion：
刑務所のごとき小礼拝堂内で行われる。学校，病院， こう
した礼拝も完全に自由であるが判例が要求する私的礼拝の条件は， つぎのご
集会が個人的招待であること－口頭でも文書でもよく，と<である：１）
3８
また一枚のカードで，数人，数会に有効。２）会衆者と組織者との間に既
存関係があること－つまり非公開。３）すべての非招者の立入禁止。しか
し，非公開は，力教会の意思と対立する。
宗教社団associationscultuelles 分離法によれば，＜公共的礼拝（２）
culte pnblic＞は， 宗教社団という法定組織によって行使されるし， また行
使されねばならない。（分離法，第４編第18条以下)。こうした実行様式は，教
皇ＰｉｅＸ世の２つの廻状で否認された。
（３）一般結社法による社団associatonsaudmitcommunl9０７．１．
２日の法（第４条）によれば公共的礼拝の行使は,宗教社団の法定組織とは
別に，１９０１．７．１日の法によって規定された一般結社法によっても,また
個人的招待のもとに開かれた集会の様式でも確保されうる。 この公共的礼拝
の新様式は，教皇ＰｉｅＸ世によって同意されず，拒絶された。
（４）公開の集会reunionspubUqnesa）実際において，カトリック
教会は，フランスでは，］
ようとするすべての人に，
この様式で行われ， ある具体的姿勢でそれに参加し
b）これ
また,集
原則として受け入れらるものとした。
らの集会は， 事前の届出はすべて免除される (1907.3.28日の法)。また,
僅法第25条)。主宰して会堂内部会発起人の制度（３人以上）も免除されるしる（分離
その外のことは，公開の集会は，行政の警察権を持つのは主任司祭である。
的もしくは司法的な部門の役人の任意な出席を象とめ， 夜の11時以前に集会
1905の分離法lこよっ
公共集会に関する特
を停止しなければならぬ。（1881.6.30日の法)，また，
て規定され，1907.1.2日の法によって維持された，
殊な禁止，
法第５篇，
罰則もしくは防止などの規定に従わなければならぬ。 (1905,分離
｢宗教警察」
Ⅷ宗教行為の自由とその制限
宗教行為の自由は， 1905の政教分離法によって保障されたが， 信仰の自由
後に規定すよりはその範囲が狭い。＜共和国は，公序のためになるように，
フランス政教分離の研究（伊藤道学）３９
限のもとにのふ;A宗儀の自由な行使を保障する＞。る諸制 (分離法第２条）
同法第32条は，「宗教儀礼の行使に使用する場所において惹起された騒擾，
ヂ
混乱によって公けのﾈL拝exemicesd,unculteを妨害し，遅延しもしくは中
と同じ軽罪刑を科しつつ礼拝の同法第31条（信仰自由の侵害罪）断した者を，同法第31 (
自由を堅く保障している。
他方からいうと，宗教行為の自由は， 公序の維持や警察処分の必要とむす
びつげられねばならない。分離法第１ 条によって立てられた諸制限の原則は，
｢宗教警察po1icedescultes」に当てた分離法第Ｖ節によって適用される。
秩序を維持する必要によ りもたらされた自由制限の問題は， たとえ，理論
島合，とくに的には，「すべての宗教」に対して働くにしても，フランスの場
検討さればならぬのは，主として「カトリック教」である。なぜなら，この
宗教は，たとえば新教とは反対に，主として「外部的，公開的な性格１をお
びているからだ。
警察当局やその権力は，
のごとくかわる：
１．教会堂，聖堂，礼Ｉ
その宗儀が展開される場所そのものによ ってつぎ
礼拝堂などの内部においては，その警察権は主として
lculte」に所属し，例外的には，通常の行政警察当局｢宗教教師ministreduculte」
である市町村長にも所属する。
２・礼拝所外では，反対に， 行政官庁がその警察権を行使する。 されば，
それが発生する場所によって違った制度に従わせられ宗教的な示威表明は，
ろ。
（１）宗教の内部的警察（宗教的集会）
公開場lieuxpublics（市場,劇場，喫茶店,教会など）の内部における秩序
若し公序が犯かされる場合には，維持の任にあるものとしての市町村長は，
諸会堂内に干渉することができる。また， ある会堂が崩壊の危険がある場合
(注１）信者たちのためにそれを閉鎖しうる。lま，
市町村長は,会堂内での公開集会,つまり一般的宗教行事sewicerBIigieux
個人的性格をもつ集会：洗礼の儀ordinairesの間にも干渉しうる。しかし，
４０
式， 同信者の心霊修行の集会などには干渉しえない。 また，例えば，儀礼用
装飾などを規制して宗儀の執行を妨げてはならない。具の使用， (注２）
宗教的集会は，
(1)争論の禁」
次の諸条件に従わなければならない。
（１）争論の禁止集会場内の会衆者は，相互に静粛を旨とし，かつ専
心に宗儀に参加すべきであって，いやしくも，争論を敢えてして場内に紛議
混乱を惹起した者は処罰される。 (分離法第32条）
宗教的集会の公開はその重要な要件である。（２）公開の義務
25条第１項)。即ち，
(同法第
教会堂また礼拝堂の入口は常に開放し何人も自由に出入
可能の状態におくことを要する。それは宗儀参列の信者であろうと警察官で
あろうと入場券の提示を要求しえない。
ある一定の特殊信者に対する宗儀執行のための集(注１）しかしながら，
会：公教要理問答cat6chinme，兄弟会confr6rieiｅ（平信徒団)，洗礼，結婚式
公開の原則から除外される。等の一般`慣例による力教会の集会については，
主任司祭が会堂内での挙式上の警察権を有するこの場合は，
最高裁判例）
(１９１１．１．１２日，
(注２）
分離法第26条はこれを明規する｡｢平礼拝所内の政治集会の禁止（３）
素，礼拝執行に供する場所]oca唾servanthabituenementA1'exerciced,un
culte」において，一切の政治集会を禁止する。立法者の趣旨とするところは，
宗教りも寛容な規定を与えている。｢宗教的集会に対しては，一般的集会よ
的集会に充当されている場所は，専ら， 宗儀の執行に用いらるべきである。
表面，宗教の名目で，実際， 政治的性質を有する集会を開催せ しめることは，
政治的集会の隠漉場を与えるがごときもので， これを許すことができない」
文部大臣，首相，ノーペル賞受(分離法案委員長プリアン報告ABriand:186歩1932,文部大臣，首相，ノーペ
賞，外交問題でも活躍，宗教問題では筋の通った寛大さを糸せた）（注３）
要するに，礼拝所の政治集会共用は，礼拝所として「用途違反d6saf[ectａ
何をもって政治的集会と為すかにtion」であると承なすのである。しかし，
ついては明文がないので，その決定は受訴裁判所の権限にある。ただここで
注意すべきことは，教職者が，教会堂６glises（力教)，聖堂ｔｅｍｐｌｅ（新教，
フランス政教分離の研究（伊藤道学）４１
その他クリスト教以外のもの）内部で，国法または政府の行動について，神学
的または道徳的な見地から批判しても何等差支ないこ とは明らかである。（プ
､ては，「礼拝執行の場
れた文書などが，法律
リアン委員長の1905.6.25日下院演説)。その限界については，「礼拝執1
所で、公然，述べられた演説，はられた掲示，配布された文書などが，
の合法的行為に反抗することを，の施行，あるいは官憲（官庁，
直接に教唆する言語を含むか，
役人，警察官）
もしくは，‐,一部の国民が他の国民を蜂起させ
この罪を犯かした宗教教師は，３月
その教唆が，騒擾暴動ないし内乱を
また武装させることを目ざすときには，
以上２ヶ年以下の禁鋼に処せられ， もし の教唆が，
伴った場合は， 共犯関係の刑に処することを妨げない。 (分離法第35条）
されば，
おいて，イ
政治的集会を主たる目的とするのでなく， 説教または講演などに
､を行っても，政治的集，付随的に政治に関する調刺，意見または批判を行っても，政治
会ではない。（1900.6.10日シヤトーダン軽・裁判例）なお，政治集会の禁止
公けの宗儀執行を慣例的に行っているすべての場所に適用されるのだかＪ
ｏ
は
ら
》
（
》
（分離法第26条)，たとえそれが，
｡（注４）
宗教的集会の警察権は，ペリー
個人所有の場所内でも禁止される訳であ
では警視総監，－ は警視総監，地方では，知事，郡長，市
これらの官憲は，当然，集会場に自己の席を
9条)。しかし，前述の公開原則の除外例で
町村長またはその下員にある。
選定しうる（1818.6.30日法第９条)。
ある洗礼や結婚式などの場合は， 主任司祭の指揮下にあるIま当然である｡(注
5）されば，監督の行使は，紛議，混乱など，集会の秩序を承だすもの，ま
たは象だそうと目ざす者に対してだけ，職権をもってなり，教師の求めに応
放逐，逮捕， 出訴ないし集会の解散すらも命ずることじてなり，あＪ
ができる。（１８
の条件だから，
あるいは，
(1881.6 顔ら，公序の維持が監督行使
出席官憲の権限外の事柄で，
･30日法第９条)。しかしながら，
儀礼の式次第などについては，
須らく主任司祭の権限内にある (注６)。
(4)宗教的集会規定違反の制裁１）公開 ２）政治集会の禁止，３）
(分離法第29条)｡その第一審
股法，例えば刑法典等に特
警察権行使の妨害などは違警罪刑に処せられる。
が違警罪裁判所，控訴が軽罪裁判所。しかし，一般法，
4２
殊規定がある場合は，まず第一にその制裁を受ける。（刑法第471条，１５項，同
法，第475条，第463条および1891.3.26日の法等参照）（注７）
分離法は如上の制裁を更に適確にするため， その直接犯人の外に，なお，
下記のものにも同様の刑罰をもってその罪責を明かにした。
1）祭司として参加した宗教教師（非祭司は無罪）２）宗教的集会の主催者
3）集会場の貸与者。等（分離法第29条)。（注８）
前述の諸規定：つまり
第２5条（公開の原則）
第26条（政治集会の禁止）
第34条（公務員への侮辱または誹毅）
第35条（反抗の教唆，内乱などの惹起）（注９）
違警罪あるいは軽罪の宣告の受けたときは， 犯罪の行わなどの適用により，
れた建物などに事務所をもつ，
社団rassociationconstitu6e］
｢宗教社団一宗儀の執行のために組織された
ponrrexerciceduculte」が，民事的に責任を
損害賠償を支払わねばならぬ（分離法第36条）おわされ，
(注１）Eymazd-Duvemay,Leclezg6，ｌｅｓＥｇｌｉｓｅｓｅｔｌｅｃｕｌｔｅ catholique，
1913.ｐ､１９９
(注２）Ｌ､CrouziLTrait6delapoliceduculte､1908,ｐｐ､74￣7５
(注３）Crowzil,ｏｐ,ciLp､77；Tenouvier,Expos6delanituationl6galede
1,eglisecatholiqneenFrance．ｐ，１９６
(注４，５）EymardDuremay,ibid,ｐ,209;p,205
(注６）Ａ,Curet，Lescommuneetlesloisdes6paratio､， 1910,ｐｌ９６
(注7.8）E-Duvemay,ibidp､230
(注９）犯罪成立の特殊要件は，礼拝所内で，宗教教師（祭司）によって為され
た「国法，もしくは，官憲の合法的諸行為に対する「抵抗への直接的教唆もし
くは，内乱への煽動｣，換言すれば法律，官憲の合法行為，大統領，知事，もし
<は市町村長たちの発する規定およびその施行細則などに直接に反対する明確
な行為を犯かそうとする明白な煽動excitation formelle-理論的批判は，い
わゆる教唆を構成しない－があることである。
そこで，次の如き行為は，分離法第35条が適用される；
1）一般的用語で，「悪法には従わないように｣という宗教教師の命令。（1907.
フランス政教分離の研究（伊藤道学）４３
４．１３日，セーヌ，１９０７．７．２２日，ボルドーの軽・裁．判決）
2）ある宗教教師によって，公立学校の児童に対し，力教会が否認した「提要
manuels」の使用を禁止したこと。（1910.7.13日，ナンシー裁判所）
3）司教によって禁止された「提要」を選択しないように小学校教員へ与えた
勧誘，（１９１０．７．７日，最高裁）
しかし，つぎのごとき行為は，前述と反対な意味に判断された；
1）抵抗への明白な訴えがなく， ある法律の施行に対する抗議には， 直接教唆
がない。（1906.3.22日セーヌ軽裁）
｢提要」を拒絶するために公立学校を除籍されたの司教によって否認された
生徒に向けた讃辞（1910.1Ｃ゜１０．２４日Douaiの軽裁；１９１１．２．８日の最高裁）
一Ａ,Cance,LecodedeDroitcanonique．Ｔ，ｍＰ４４８
（Ⅱ）宗教の外部的警察（宗教的表明）
（１）一般原則1905の政教分離法によって定められた「宗儀執行の自
由の原則」は，礼拝所の内部だけでなしに，なおその外部においても適用さ
れる。そのことから，宗教教師は，教会堂外で行われる外部的，公然の諸表
manifestationsを自由に指揮する権利がある。明 (この原則は，参事院の多数
の判例で認められた)。
しかしながら，分離法第27条Ｉ項は，＜一宗教の儀式，行列および外部的
な諸表明は，従前通り，１８１４．４．５日の「市町村制1oimunicipale」第9５
および97条に従って，つまり，よき公序，公安および公衆衛生を目的とする
（注１）
地方警察の性質lこ合致して規定される。従って，市町村長は，宗教の外部的，
（注２）公然の諸表明に関して「一般条例ａｴr6tg6n6ral」（注3)によって，それらを
諸儀式c6r6monie（礼拝式典礼によって定められ禁止，制限しうるし，また，
た宗教的行為。ミサ，晩課，祝別式，葬式，サクラメント授与…）や行列pboces‐
などを制限したり禁止することができる。 しかしこの権力は，sion（後述）
｢宗教的意見の表明manifestationd，opinionreligieuses（注４）にまで広がら
ない。これらのすべての処分は，「公序の必要」によって理由をつけなけれ
ばならない。つまり，それ以外の諸考慮は，それらが，政治的，宗教的もし
<は哲学的な部類のいかなるものでも， ある外部的な儀式を禁止または制限
する条例の正当性を基礎ずけえないので， 公序以外の理由にもとずいたすべ
坐ての条例は，「越権行為」exc6sdepouvoirとして上訴の手段により，参事
院に有効に付託されるだろう。
(注１）市町村長がなけれ，知事が代わる。
堂の外で行われるとき，つまり行動の主要点が門外に移(注２）儀式Iま，教会
される場合は「外部的」である。されば「聖体降福式b6n6dictionduSaint.
Sacrement」が会堂の玄関の上で，門の外で，前に集った公衆を目がけて行わ
れる場合は外部的である。また，儀式が，もし，それが，公衆に対し，またそ
れを目がけて行われる場合は，たとえ私的な場所内で行われても，「公開のもの
pnblic」である。換言すれば,公衆が自由に認められるというだけでは不十分で，
公衆が，たとえ，儀式が行われている私的な場所で認められなくとも，それが
容易に知覚しうることが必要だ。
(注３）
から，
(注４）
宗教の外部的儀式に関する条例は， すべての宗教を目がけるものである
ある種の市民のために特権をつくってはならない。
＜宗教意見の表明は，
個人の自由にぞくする「長衣’
足もとまで達する長衣）は（：
止されえないだろう。また，
に参加する目的で実行された，
それ自体としては制限も禁止もされない。 されば，
portedesoutane」（力教神父が常に着る｢長衣の着用
は（1961゜ ５．２３日大審院判例で問題となった） 'よ禁
秩序を染だす性質のものである集団的な示威運動
｢宗教的標章で飾られた国民色のバッジの販売，
着用などを禁止すること」が知事にぞくするとしても，配布， こうした性質を
もついかなる理由も， 同一バッジの単独の着用のごとき純粋に個人的行為の禁
止左下当化するために援用されえない。 (1917.8.10日，参事院の判例参照）
宗教的意見の諸表面が分離法第27条に従属しないならば，また，もし， この
条文によっていかなる宗教儀礼の諸表明が目標とされるのであろうか？私（L，
つぎのような意見である－ある明確さが与えられ，Ｃｍｕｚｎ教授）は， それ
われわれの「典礼書livresliturgiques」をもって， が公けの礼拝行為を規定し，
すべてのこれらの行為は，
的表明という名目では，「
いろいろな儀式で命名されるべきだが， 宗教の外部
｢公げの祈りのためlapri6republique」という以外に
何もない。ただそれだけだ。（LucienCrouzil教授担当Dictionnairepsatiqne
desConnaissancesreligieuse,art,C6r6moniesduCulteを参照.なお，Ａ,Rivet
教授は，自由のための参事院判例の進化を指摘し，宗教表明を染だりに禁止し
た条例を訴える道を説明している。
1.宗教行列processmnreligieuse■
ａ）行列に対して要求される｜
れていないとはいえ，おそらく，
性格が， たとえ判例によって明らかに決定さ
裁判所はつぎの諸条件を要求しているよう
フランス政教分離の研究（伊藤道学）４５
に思われる。
１．信者たちに対して， 聖職者によって決められた整列行進をいい， その
際，後者がすべてを指導するなら，
ない。（1898.2.12日・大審院刑事Ｉ
必ずしも儀式を行うと否とは何等関係が
部判決）
２。
(同前，
３．
４．
ｂ）
は，＄
法服を着用すると否とをとわず， 組織者としての宗教教師の参加。
1904.2.11日大審院判例）
宗教的標章(十字架,聖旗，神像）の携帯
゜賛美歌を歌うかまたは祈りを朗舗（若干の判例）すること…など
）これらの宗教行列は，公序のための外は制限しえない。これについて
ば 縦列行進d6fileや供奉Ｃｏｔ６ｇｅ（奉敬のための，行列に随伴する人公の全体）
についても同様である。
ツク教会の屋外儀式たる宗教行列は， 時代により諸公権により，極カトリ
めて違った方法で取扱われた。
1766年，ＬａＢａｒｒｃという騎士は，
死刑に処せられたこともある。共和国
ある行列に敬礼をしなかったために
せられたこともある。共和国第12年，収穫月24日の勅令は，1907年
(6.16日命令第５条）まで現行法として存続し，その間，軍隊礼法の荘厳な
宗教行列でかざられた。 分離法直後も行列の制度は極めてきびしく， 判例は，
公序侵害の認定がこの種の人々の集合にむすびつけられると考えた。
それいらい，参事院は，ちく
保護するようにつとめた。分脅
「送葬行列convoisfun6bres」
ることに専念した。1914年以引
ちくじ拡張的に，市町村の諸禁止から宗教行列を
分離法直後，参事院は，他の宗教的表明，例えば
を行列として処罰する一般的禁止を無効にす
914年以来，参事院は，「死者の崇拝cultedesmorts」
葬送行列のより自由な制度と同一視したに関する伝統的な行列を区別して，
(参事院，１９１４．５
1920年以来，参
さないと認定した
24日，Loeuilld,ＲｅＩ
そして，ちくじ
１９ ５．１日・abb6Didier,RecP515)。
以来 事院は，地方の伝統にもとづいた行列は，公序をおぴやか
(参事院,1920.12.10日,Behague,Rec,p､1057;同， 1９２０．１２．
11.,Rec,p,1116）
，地方的伝統の観念を拡張し， その中に，すべてのカトリ
4６
ツク的な祭日をその中にくり入れた：
１．万聖節Toussaint（11月１日)，（C､Ｅ､1937.5.26日，abb6Richazd,Rec，
p､520）
２．聖母マリア被昇天の祝日Assomption（８．１５日)，（ＧＥ､1927.2.11日，
abb6Veyas,ＲｅｃＰ､176）
３°枝の主日Rameau（復活祭直前の日曜日)，（C､Ｅ１９２８．１２．２２日，
Desmarest,Tablesl925-34，Ｔｏｍｅｌ.ｐ、669）
４°我が主クリストの聖体の祝日F6te-Dieu（ＣＥ､1928.1.25,6veqne
deNantesetautres,Rec･ｐｌＯ７Ｃ．Ｅ、１９３１．１１．１２ａｂｂ６Ｂ;l1ard，Rec，
ｐ973）
なお，「始めて聖体を受ける子供premi6rescommuniants」の年念の行列
のごとき特殊祭日やある一定の町に個有な地方的行列をも考慮に入れた。
(CO11iard,Libert6spubliques,ｐ､352）
伝統的性格についての要請は，それほどげんゑつではなく，参事院は，約
10年で満足している。しかも，半世紀に近い中断でも，伝統的性格が失われ
旧慣習の複活さえ糸とめている。過去10年間禁止されたものでも，ず，また，
しかし，Ｉ 禁止命令を受けたときに地方的伝統，ある条件を必要とする場合は，
が実在していたことだけでよいとした
etautre,ReC,Ｐ849）
２．臨終の聖餐礼
(ＣＥ,１９２６．８．４日，ａｂｂ６Ｂｅｕｎ
臨終の聖餐礼porteduviatiqueとは，臨終に瀕した病人に対して行われ
セイリ曰ウ
るカトリック教会の特殊な宗教儀式である。「聖糧」ともいう。市町村長Iま，
しんぱそれが往来において行われた場合でも， 地方の慣習及び伝統によりよ
神聖に厳修される場合は，
とした（１９０９．３．１９日参:
それを禁止することは市町村長の越権行為である
した（1909.3.19日参事院）
もっとも，参事院は，流行病の時期などに，鈴をふりながら，提燈を持つ
者を従えた。１司祭によ って臨終の聖餐を持ちはこぶことを禁止したことも
こうした風習一それ自体では宗教儀礼ではない－は，ある。なぜなら，
フラソス政教分離の研究（伊藤道学）灯
の重大さ＞を顧慮する住民たちをギヨッ＜万人が死すべき運命 卜させるから
である。
ところで，その本旨とするところは， ＜人世の無常を警告する＞ことを目
(1895.8.13日，参事院)。
普通だが，前述した宗教行列の諸条
的とした１つの淳風と承なすのである。
一般に，この風習は，行列を伴うのが普通だが，
行列に関する禁止条項が適用されないものである。件を包含しない場合は，
例えば，一定の道筋も定めず，
の入念が，自発的に，司祭の）
また十字架や聖旗等の所持もなく， ただ若干
司祭の周囲により集まって随伴するがごとき場合は，
官憲はこれを禁止し妨害することができないものである。 （1886.8.17日,参
三人の児童唱歌隊，事院)。しかしながら，「ある宗教的標章を所持した寺僕，
法服着用の二人の司祭によって指揮された50人の整列隊あり， かつ，他の司
聖糧を捧持して行進
たものは，純然たる
堂掌および３人の聖歌隊によって侍られた司祭が，９
３
祭
し
最後に天蓋の後につづく信者の一隊あり…」 といっ ものは，
市町村長の警察権に従わなければならない。｢宗教行列｣と染なされ，
１．１２日大審院判例)，1
(1900゜
聖餐礼は原則として自由に執行しうるもので，しかし，
その命令は無効とされた。
・２．１９日；１９，５．３．１４日。
その禁止をあえてする市町村長は越権行為であり，
(1909.3.19日；１９０７．８．２日；１９０８．２．１４日1909.2.19日；19,5.3.14
12.24日参事院判例）
３・葬送行列
葬送行列convoisfun6bresとは礼拝の外部的表明である。行政判例は，
･５日市町村規則第97条４項の影響で，それを市町村の排他的権限1884.4
が行使される事項と糸なした。ところで1901年以来，ひとつの自由な反動が
おこり，1909.2.15日のO1ivierの条令以後，参事院は，特に，宗教的な
葬列に関する地方的な禁止またはそれらを含めての宗教的諸表明の一般的禁
止を常に無効にした。参事院は，多
つけて，葬送行列を直接に規定しよ
なした：１．唱歌隊の小供数を桐
を決定したり，３°葬儀司宰者ｏ８６
多くの決定によって， つぎのような条件を
うとすること を市町村長の越権行為と承
唱歌隊の小供数を制限したり，２°葬列内での聖職者の位置
3°葬儀司 oBaciantsに対し，閉じた霊枢者で墓地に赴
4８
くよう強制したり，４．
じたりすることは，－
最後の祈りに必要な礼拝諸用品を車で運ぶことを命
一切不当だとした。
4・教会堂の旗飾り，照明，装飾
宗教教師や信者たちは， 宗教的な祝祭日や記念日の際に， 教会正面などを
この権利は「革
この権利により，
ｕケ月から２年
小旗で飾り，
命祭」（７．
照明またはいろいろな装飾をする権利がある。
7.14日）に対しては，
掲揚された旗を取除くことは，
市町村長にもある。だから，
刑罰をうける。（刑法第257条，
しかし会堂の内部に政治的な標章を置かしめるの懲役l00fn～500ｆｎの罰金)。
ことは市町村当局に無い。
５．掲示afHiche
a）概念：公開の場所に貼られた， 書かれまたは印刷された紙片。 または
一般の広告や警察的な禁止などに関する記述または公告。 掲示は，1881.7.
29日の法で規定される。
ｂ）命令される掲示：１８４１．５．３日の法は，公用を理由とする一時的な
収容に従わせられる財産計画を知らせるための告示（第６条)， 収用を知らせ
ろ決定（第15条)，
(第21条）などを，
とを命令しうる。
補償として行政官庁によ って為される供給物などの告示
土地の教会堂や市町村役場などの主たる入口に掲示するこ
ｃ）禁止される掲示：
に対しては禁止。これIｉ
(1)古典的な歴史的建物や記念物（1910.4.20日の法)，
れに対しては，２５f～1,000ｍの罰金，
の減刑情状を適用している。（２）信仰の告白，選挙の通Ｉ
,OOOfnの罰金,刑法第463条は,そ
白，選挙の通牒，掲示などは，礼
(1881.7.29日の法第６条）(3)単拝所外のすべての建物に貼られるだろう。
なる個人から来る一般的掲示は， 各人に， 他人の財産の尊重【を強制する一般
法によって禁止される。主任司祭または信者たちは，不正に貼られた掲示を
はがしうるだろう。但し，もし，人が，なんらの不都合なく，市町村，府県
ないし国家の代表者を干渉せしめうるならいっそ うＩ慎重である。
1）許される掲示１゜宗教教師は， 教会の内外に掲示や広告を出すこと
ができるが， それがなんら投機の性格がなければ， 印紙税が免除され，たと
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え報知された儀式が，
(1882．大蔵大臣決定)。
外の他の会堂で開催される場合もまた同様である。
これらの掲示が，手書きにされない場合は，色紙の上
に為さればならぬ。
日の法．第15条－３ユ
２．市町村長は．
それに反すれば違警罪の罰金が科される。 (1８８１．７．２９
第15 項，１９６９．１１．２８日の法． n゜69-1067）（注１)。
は，命令によって， 教会堂の正面や壁などを指定して， 官庁
る法律やその他の文書の専門掲示場の一つとすることができるから出て<
(同法)。し)。しかし，この慣行は，特に1883,6月の内務大臣の忠告によって止
めさせられた。（注２）
(注１）内務大臣の通牒によれば，行政的な掲示との混同がさけられないかぎり，
商業広告に白い紙の使用を禁止するだけの理由がある。
行政の命令によって貼られた掲示を何らかの方法で剥いだり，(注２） 裂いたり，
被ふくしたり，作りかえ，
までの罰金に処せられる。
取かえないし解読不可能にしたりした者は５fr～l5fr
に処せられる。（1881.7.29日の法第17条)。しかしこの制裁は，
市町村長が，教会堂のこれこれの入口や壁を，公報用にするという命令がある
事前にそれがなかったら主任司祭もしくは外のだれで場合にのふ適用される。
屯，それらの掲示をはがしたり，除去したりすることができるし，なんらの責
任もない。（最高裁1883.2.16日，１８９６．３．７日判例）
６°宗教的な記号と標章
a）政教分離（1905）当時存在した，宗教的記号signeや標章embl6me，や標章
などは，
embl6me，
一般法に(ならびに正規に建てられた公共建築物monumentspublique）
よって保護される。それを損傷した者は，刑法第257条によって処罰される。
(１ケ月から２年の懲役及び100～500frの罰金)。（その他の場合は， つまり，若しそ
害賠償)。市町単なる損害賠償)。の建築物が官庁もしくはその許可によって立てられ場合は，
村は，1905年の分離法公布当時において， 市町村に存在している宗教的な記
号および標章を維持し， 復興しもしくは取りかえる経費 cr6ditsすら議決し
逆にそれを廃止したりすることもできる。たり，
ｂ） 将来においては＜1905年の分離法第28条によ り「公共建築物とI（注１）
ｂし<は標章」（注３）を
しかし，同条は，つぎの
』拝所，つまり人は，教
にも「宗教的記号もしくはまたはいかなる「公共場」（注２）
貼りつけたりすることが禁止される＞。立てたり，
ごとき有利な例外を予想してい る：１｡） 種含なる礼拝所，
５０
会堂の内部だけでなしに，なお，その外部，ときIこは，教会堂と￣体となっ
街路の境界で分離されている土地をさえ，ており，かつ，
ができる。２．
きには共同墓穴
3｡）墓monun
の記念に立てる
宗教的に飾ること
里葬所caveaxoと2｡） 蟇地内の埋葬地：つまり，人は，地下埋葬所caveax，
fnRRP などの上にさえ十字架を置くこ とができるCＯＴｎＴｍｍＲＲ
numentsfun6raires（ただし，
蛍に 「遺骸のない墓」s6notar
いかなる死体を埋めてない：死者
s6notapheaphe：人は，戦死者の記念として公
宗教的な記号や標章をおくことができ
:Fouilloy）４.最後に，博物館およ
共の広場に立てられた記念物の上に，
４日の参事院CommundeFouilloy）る｡（１９２４．７。
び美術品陳列所にも提示することができる。
(注１）Brianｄ委員長の説明によれば，「宗教的記号または標章」とは，明らか
に象徴的な性格をもつ物件で，
のためというよりも，むしろ，
いろいろな人物によってとげられた勲功の思出
しろ，それらが， 宗教的な表明の目的を指示するもの。
(十字架，キリストの孫刑，マリア像，その他の芸術作品・銅像など）
(注２）ここでいう「公共的建築物」とは，例えば市町村役場，兵舎，公立学校，
郵便局など，公共役務に充当されるところの国家，府県および市町村などに所属
する建物と理解すべきだ。
(注３）「公共の場所」とは，道路，公共広場，おび公務に充当される，国，府
県，市町村の土地などである。
7°墓地について
1881.11.14日の法によって世俗化され， その警察権は市町村長に属する。
1905年法第28条は， 埋葬所に宗教的性格を与える権利を家族に維持し， ただ，
墓地の公共的広場では， クリスト傑刑像も し<は十字架のごとき記念物又ば
標章をたることを禁ずることにとどめた。
信者たちは，死者の墓に，
るが（注３）市町村長は，鼎
種をなる記念物や標章をたてる権利をもってい
そのさい，十字架のポーズを決めたり（注４）記
念物の大きさを指定したりすることはできない。
(注１）
(注２）
３日，
(注３）
(注４）
参事院，１９１１．５．２６日，
参事院，１９１６．８．４日，
PiaLRec．、､409:1937゜
sieurFem巳ｙｅｔautres，Rec､637.
abb6Prud，hommeax・Rec，ｐ､354;1918.5.
Piat，Rec.ｐ,409;１９３７．１．１５日，sieurdeBonnafos・Rec.ｐ､４８．
参事院，１９１１．６．２３日，damesT6oul6etBowx,Rec,p､714）
参事院，１９１５．７．３０日，F1aget・Rec,Ｐ２６ｴ．
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市町村長の墓地cimeti6reに対する警察権は，公序公安，公衆衛生および
相当なる礼節を維持するにある。（1884。 ４．５日法.第97条４項，および,1910.
1.21,参事院判例)。墓碑銘については１８４３．１２．６日の命令第６条によっ
て定められているが，その場合，市町村長は，死者の奉ずる宗教または死亡
｢特殊な記載を為してはならぬし， また所属宗教のいかん，の原因等につき
もしくは死亡原因などで墓地を区別することも許されない。 また墓地の中立
を厳守するためと称して，
を出すことは違法である
十字架のごとき宗教的標章の提示を禁止する命令
(注１)。しかし，墓石ｔｏｍｂｅｍbｅ（大低，石；大理石な
つまり公共の広場に，クまたは埋葬所s6pultur巳以外の土地，どで蓋をする）
リスト傑刑像や十字架などを設置することは， 一般個人はもちろん，市町村
長にも禁止されるが，墓地内における宗教儀式の挙行，宗教的標章の一時的
祭具の運搬などはもちろん自由であるな公示， (注２）
(注１）Dalloz,MEuqueldesCnltes,1911,ｐｐ,201-2.
(注２）Eymaxd-Duvernay,Leclezg6，lesEglisesetlecultecatholique，
1913,ｐ､240；MHauriou，Pr6cisdedroitadministratifetdedroitpublic，
1933.ｐ、６４１．
８．鳴鐘について
鳴鐘(打鐘,撞鍾sonneriesdescloches)，すなわち，「梵鐘」（仏教）を鳴
らすことば，古来，それは「無言の説教者」と染なされ，宗教儀式の執行
デンショウ
にIま不可欠の什器であり，また「殿鐘」としいって，儀式の始まりや，一般
ダイシウリヨウパソ ザ
大衆，両班，導師などの上殿の合図にも使用され，また，鐘の打fうかたで座
1γ
作進退がきまるのである。（注１）
フランスにおいて，鳴鐘の規制権は市町村長に専属し，もしその命令につ
宗団代表者と意見が合致しない場合は知事が裁決することとなっている。き，
(分離法第27条２項および1606.3.16日大統領令)。しかし１９０７．１．２１日の大
宗儀執行の自由を確保したのであるが， この権臣通牒などにより，明確に，
利は，かつて，多くの専断行為の源でもあったので，その間きわめてデリケ
ートな裁判事件の数々を惹起し，多数判例の原因ともなった。（注２）
5２
参事院が多くの判例の中で断言したことはく宗教鐘Sonneries religieuxの
規制は，宗教上の慣例が妨げられるような条件で，鳴鐘の実行，行，削減ないし
その原則を摘要廃止するような結果になってはならぬ＞ということにある。
すればつぎのごとくである：
（１）宗教鐘については，会堂についてと同様，主任司祭Ｃｕｒｅが絶対権を
有益と象とめたる鳴鐘を決定して差支ない。 時間，もち，宗教上必要とし，
長さについてもまた同じ。従って彼が鐘楼堂の鍵を持っている。
カネツキパン
(2)宗教鐘のための鐘撞番SonI1eurを指定するのも主任司祭であるが，
を鳴らすために先きに任命した地方の’市町村が，一般鐘ｓ
鐘撞番がいる場合は，
（３）しかし，一般Ｉ
civiles副oDOUDIBJg瞳Ｓ
それを宗教鐘に使用することができる。
(注４）市町村鳴鐘の規制権は，市町村長にある。には，
長は，鐘楼堂の鍵を持ち，
独立していない場合には，
（４）しかし，市町村長Ｉ
鐘楼堂の入口が教会堂のそれとときには，もし，
教会堂の鍵も所持することになる。
公序公安を確保するためにしか宗教鐘を制限しは，
えない。（分離法第１条，１９０７ 大臣通牒）されば１９０８．８．５日の０２１日，条，１９０７．１．２１
参事院判例は，公序公安と無関係に，
し，１９１０．１．７日の最高裁判例も，
多くの鳴鐘を廃止した諸命令を無効と
十ツゲ
｢御告の祈」Angelusをのぞいて，日
日没後の鳴鐘を禁止した諸命令を無効とした。 また，一定時間，例の出前，
夕方の７～7.30分後の宗教鐘を廃止した命令を無効えば朝の6.30～７時前，
とし（参事院，１９１１．１２1911.12.8日）更に，一般鐘をもって，正午の宗教鐘に代え
数などを制限したりする命令もすべて無効として撤廃たり，宗教鐘の時間，
せしめた。（参事院，］１９１２．３．８日；および同年１１．９日）
これらの種をなる命令を通して参事院が指摘することは， ｢市町村長が，
公序公安のためになるように鐘の使用を制限する権限をもっているにしても，
分離法第１条で保証したところの，また１９０７．１．２日の法第５条によって，
儀式や公けの礼拝に対し,教会堂の鐘の特殊充当（宗教的使用）を支持した，
<宗教行為の自由の尊重＞と警察権との両立をはからざるをえない」 という
ことである。だから，参事院は，一般的にいって，最高裁よりも，より寛大
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鳴鐘に関する諸命令がその形式上正さを示めしている。なぜなら，後者は，
当であるかぎり， 合法的であると認める傾向にあるからである。 つまり，宗
教行為の自由よりも，その規制だけを考えたからだ。
ともあれ，市町村長は，教会鐘にかぎらず，たとえそれが個人所有のもの
例えば騒乱，入題，洪宗教鐘を一般鐘として使用することができる。でも，
火災等一般的救助を必要とする急迫の場合である。 されは，鐘楼堂の鍵水，
はもちろん，もし鐘が教会堂内にある場合は，教会堂入口の鍵も市町村長が
持つこととなって主任司祭はそれを拒承えない。 (1906.3.16日大統領令第5１
条）
ただし，市町村長の宗教鐘の規制は，第一に禁止制限せざることを原則と
し，もし制限の必要するときは，須らく寛大たるべく，法による明文なき場
その発せられた命令は無効である。合は,市町村長の越権行為として， (1920
・１．３０日および1923.1.12日参事院判例)。
国のために死亡した入念の記念碑除幕式の場合，しかしながら，一般に，
７．１４日の「革命祭」ならびに，１１．または地方的慣習のいかんに関せず，
｢ジャンヌダルク祭｣－(100年戦争 (1338-1453,英仏戦争）の際，英１１日の
シヤルル７世側近の嫉妬と背信からの解放に活躍した愛国的少女。 しかし，
一等の一般国祭日のため英国に渡され,魔女」
には，市町村長が一般鐘と
４．２日，１９２９．３．９日お」
魔女としてルーアンで火刑となる）
とは適法とされる。して使用せしめるこ (1924。
１．２６日の参事院判例｡）（注３）
昭・４年６，７，８，９号；同，
よび1930.
拙稿「鳴鐘の制度的研究」中央仏教，(注１）
｢鐘の発達とその慣習｣，昭・９年７．１２日，ＮＨＫ趣味講座ラジオ放送。
(注２）Ａ・Cance,Lecodededroitcanonique,1929,Ｔ,mpp454-56．
(注３）MHauriou,Pr6isdedroitadminisratifetdedroitpublic，1933,
P、６３９．
宗教警察上の犯罪とその刑罰Ⅸ
(1)宗教警察法規に対する違反(分離法第29条～36条）
5４
。
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宗教的集会の公開義務（a,25）
礼拝所内での政治集会の禁止（a26）
宗教行列その他の宗教行動の市町村規則遵奉（a27）
公共の建築物などへの宗教的記号・標章禁止（a28） (以上既述）
これらの宗教警察法違犯は， 違刑罪として１日以上５日以内，日以上５日 Ｉ～15フラ
宗教的集会の祭司として出席
:師など)，及びその湯屋を提
これに指示命令を与えたる者，ｿの罰金の外，
した宗教教師（力教司祭，新教牧師，ユタ
供した者も同罪に処せられる。しかし，
ユダヤ教法教師など)，
違警罪には共犯関係が適用されない
ので，例えば， 礼拝所の政治集会に会衆した一般人， または，会場の賃貸借
如上の犯人が処罰されを仲介した入念はその制裁を受けない。 (注１）なお，
その犯罪が行われた現場に事務所をもつ宗教社団は，たときは， 民事上の責
損害賠償または訴訟費用を支払う義務を課される。任に問われ，
（２）；
１゜宗義
宗教教師に対する処罰
公立学校に在籍する６～13歳までの児童に対しては，教教育は， 授
業時間外でなければ行いえない。 その違反は，１８８２．３．２８日法。第２条で
５日の禁鋼に処せられる（分離法30条)。11～l5frの罰金，状情により１～５
(但し官公立中学校lyc6e，
宗教教育を行っている。｜
則が提起されず，大学で1１
市立中学校cell6geでは前述のごとく， 施設付司祭がいて
支配し，中立の原いる。高等教育では，もちろん自由の原則がより
大学では，意見（言論）の自由が支配し，＜自由は精神の特権であ
また科学の条件である＞(LiaZd…Ｃ－Ａ,Colliard，り， op-cit,ｐ，370）といった思想が
大学で支配的である｡）
２°礼拝所において，公然，演説，朗読，文書または掲示をもって，公務
員を侮辱しまたは名誉を段損したる宗教教師は500f～3,00of以下の罰金及び
１年以下の禁鋼を併科し，情状によ
然為したる演説，説教もしくは掲示
行為に対し，直接に反抗することを
りその両刑の１に処せられる。 また，公
，文書等が，
教唆したり，
法律の施行，官憲の合法的
また，国民を相互に煽動な
３月～２年以下の禁鋼に処いし武装せしめることを目的とした宗教教師は，
せられ，もしその教唆が延いて反乱，暴動または内乱に導くなら「共犯罪」
に処せられる。（分離法第34,35,36条）
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３°以上の，「公務員の侮辱，名誉穀損」や「国法反対の教唆」が宗教教
師により，宗儀執行場（会堂，墓地，行列）で行われたるを条件とする。これ
に対する立法者の意思は，要するに，「勧説力のある聖職の悪用」であり，
｢説教壇を議政壇に， を反抗誘発の隠れ家にするところの」礼拝堂 いわば用
途違反であると考えるからである (プリアソ委員長報告263頁)｡
その際，「公然」とは，不特定多数の人貞の認識可能な状態，つまり，公
'開の席上で為されることを意味するから， 私的な場所でなされる場合には本
罪を構成しない，また，「名誉毅損」とは，公務に従事する者の社会的名誉
または地位身分を穀損すべき一定事実の摘示であり， ｢侮辱」とは，聖職執
行中，言語，動作もしくは脅迫をもって，
の攻撃を指す。（注２）
官公吏または下員を殿損する性格
その現場内に事務
世注意を怠ったと
4０ 宗教教師が如上の犯罪によって処罰されたときは，
所をもつ宗教社団が，「宗教教師の選定を誤り，かつ十分な
いう過失のもとに」民事責任者として賠償を支払う義務がある。（分離法第３６
条）
（注１)，（注２）Lhopiteau
etsuiv．
(3)信教自由妨害罪
政教分離法第１条は，「共和
etThibault,LesEglisesetdEtat,1906, pｐ２９８
｢共 国は， 信仰の自由を確保し，また，公序の維
持のためになるように規定された諸制限だけで宗儀執行の自由を保障」 して
これらの信教自由が不当に侵害された場合の制裁規定や訴訟方法のいるが，
裏ずけがなければ空分に終る。
１°信教自由侵害罪他人に対し暴行，脅迫を加えて，或は，失職，人
身，財産などに不安を与え，或は宗儀を強制し，妨害し，或は宗団への加盟，
宗費や寄付の納入を強要しまたは妨害した者は， l6fr～200frの罰金及び６
)ひとつが科される。（分離日～２ケ月の禁鋼刑に処せられ,状情によ り両刑のひとつが科される。
法第31条）
手
礼拝中（会堂，墓地，行列)，紛議や混乱により，妨害，遅延,中止などを為
記した者もまた同罪である。（同法第32条)。 もしその犯罪事実が，きが，刑法による
つまり，礼拝対象，
洞の禁鋼（分離法
重き刑を科すべき場合には当然刑法によって処罰される。
祭司への不敬行為は，１６fr～500frの罰金，かつ15日～６ケ月の禁鋼（分
第33条）それに関する訴訟は，「軽罪裁判所｣。しかし個人によって為された
その職務上為されたものでなげれ場合は，
ぱ，一｜
きる。（
２°』
たとえ官公吏の職にある者でも，
に出訴し損害を賠償させることがで一個人の行為として「民事裁判所」
。（民法第1382条)。
行政官庁の命令または処分によって侵害最後に，信教自由の侵害が，
されたときは，直接，これを「刑事裁判所」に出訴して，その違法性を申立
ててその撤回を要求しうる（1909.12.30日大審院判例)。また同時に「参事院」
に訴えて，「越権行為の無効」を要求することもできる。
(注）Eymaｴd-Duvemay,Leclexg6,lesEglisesetlecultecatholiqne，ｄａｎｓ
leursmpportsl6ganxavecl'6tat,１９１３，Fp､５etsuiv・拙稿「信教自由とそ
の保障方法」現代仏教，昭．９．７月号。
Ｘ宗教団体の解散
宗教団体の解散の問題は，宗教警察 (分離法第５編；第25～36条）の問題で
はな<,むしろ「￣般結社法」（１９０１．７．１日法）の問題として大要の糸に
ついて触れてふたい。（注）
一般に，結社の解散は，（１）任意の解散一教規，宗制に明記ある場合は，
組合員の投票，それ以外は通例，「総会の決議」による。（２）定款による解
散一「一定期限の終了」による。以上の２つは更めて説明の余地はない。
問題なのは，（３）「司法的，行政的な解散」である。
ブランスー般結社法（前記）によれば「結社の何たるをとわず，それが，
法律，善良なる風俗， 国土の保全および共和政体を破壊せんとして， 違法な
る原因または目的をもって組織されたる場合は無効」 i第３条)。しかもそ
民事裁判所の判決
(同法第３条)。
すべての利害関係人または検察の請求により，の無効は，
フランス政教分離の研究（伊藤道学）５７
をもって宣告される。
その際，受訴裁判所は，
と否とは任意だが，上述（
単なる内部規則の違反の場合は， 解散を宣告する
卜述のごとき， 違法原因， 違法目的を有するものと正当
に認めた場合は当然その解散を宣告する義務がある。 (同法第３～７条，同第
宗団にかぎらず一般結社の解散は，13条)。なんとなれば， その組織と活動
に関する法規違反の制裁として為さるるものだからである。
民事裁判所の判決，（２）閣議の命令によるが，
(会長，総裁，取締など）または管理人等の当局
一般に，結社の解散は，（１）民事；
解散が宣告された結社の理事（会長，
者，一般法（仏民法第1991条）により，
もちろん，正当に解散された結社Ｉ
その会員に損害賠償を為す責任がある。
に解散された結社は，そのままでは存続，再設，活動が不
可能になることは当然であるので，それをあえてする設立者，理事，管理人，
およびそれらの解散を受けた結社に場屋を提供しまたはその他の便益を与え
た者には，１５fr～500frの罰金及び６日～１ケ年間の禁鋼はまぬがれない。
(結社法第８条，および，1905.1.23日下院における宗教大臣の演説）
最後にただ一言，すべての場合において，「犯罪」は永久にそのものを特
質づけるものではない。されば，新宗団が，適法なる方法，組織のもとに形
成される場合は，当然，「新組織」が許容されるべきである。それが信教自
政教分離の原則に違背するものでないからだ。由というものであり，
(注）拙稿「淫祠邪教の国法的観察」昭10年，大東出発社・新興類似宗教批判
オオモトｐｐ､243～294･日本では，神道系宗教の「大本教」が，明。25年に起り，昭。１１
アイゼニン
年，当局の抑圧をうけて解散，戦後「愛善苑」とし新発しﾎﾞｰ。オ出稿「宗教的行
(昭．１１年）ｐｐ３季59.参照。動とその警察」駒沢大学仏教学会年報，
Ⅲコングレアシオン制度の更新
＜コングレガシオンcongr6gation修道会＞と呼ばれる結社は，特殊な法
律的制度だが，その概念そのものは，一般法ではかって解明されなかった。
ＳＳＯciationdepersonnesCatholiques＞ツク的な人糞の結社ａ人は一般に＜カトリ
の名のもとにつぎのような様式で示めした；
Ｈ；
Ｃ
Ｏ
。
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修道者共同体oommnnaut6sreligieuses
修道会ordresmonastiques
教会法で定められた修道協会congr6gati nreligiuseausenscanonlque
4．聖職者団体６tablissement6ccl6siastiques
現教会法は，修道身分６tatreligieux,すなわち，一般の徒のほかに，意思
表示の宣明の後，＜清貧，貞潔， 聖福音従順＞という三誓願の実践の中で，
の勧告にしたがうように努める継続的な共同生活様式。 教会の合法的権威者
したがって，永久まによって認可されたこ の協会の会員は， 会個有の規則にしたがって，
福音的完徳に達するこたは期限ごとに更新される有期の公式誓願を立てて，
とを目的とすることを意味する＞（力教会法，ａ､487；ａ４８８．１）
修道会は，通常，教会裁治権者Ordmaireに従属し，法王の許可した司教
によって指揮され，法王によって廃止される。その法律上の定義がないので，
ある司法的な標準はつぎの三要素を解明した。
1゜その会員が，諸誓願によって会とむすばれる。
2。カトリ
3゜共同生
ところで，
ツタ教会によって承認された規則による権威のもとで
活をする。
1901年の一般結社法によれば， 該法いらい，結社は自由であり，
無許可で組織しうるのに反し， 修道会は許可制に依然として従わされる。 そ
の許可は， その活動の諸条件を規定する法律の結果である (１９０１．７．１日の
結社法第13条）
立法的許可の必要は，事実上は， 未だ許可されていない修道会の形成を無
力化そうとする議会の意図を表明したものである。 しかし1901の結社法は，
勤ない。（Ｃ－Ａ・Colliard，修道会の排除法ではなく，ひとつの統制法でしかない
Libert6spubliqnes,Ｐ625）
Vichy政府の一連の条文で根本的に修正された。修道会の制度は，
－に，１９４０．９．３
般結社法，１９０４．
まず第
修道会のために教育の自由を回復し，1940.9.3日の法は， 1901の－
｡７日法より生ずる例外制度を撤去した。1９０４．７ 1９４１．２．２１
Chartreux修道会に法律的承認を与え，日の法は， 不動産譲渡様式も有利に
フランス政教分離の研究（伊藤道学）５９
した。また同年３．３０日の法は，
ち最も重要な射程をもつ条規は，
修道会の能力規定をも修正したが， そのう
1942.4.8日の法律である。
｢修道会を他の結社と同一面におく」その法律は，
てたので，今１
という新原則をうちた
ば，フランスのすべて
奴は，すべての能力の
今後，修道会は自由に組織され，
の結社と同じく合法的となった。しかし，ｉ
欠如に導くので，それを獲得するためには，
にもとずいた統令が必要である。別言ずれＩ
が存在すること：
，その存在は，‘
法人格の欠如は，
立法的承認および参事院の意見
別言すれば， つぎの２つの型の修道会の糸
合法的だが人格をもたない非公認の修道会congr6agations１。 ｎｏｎｒｅｃｏ－
､nus，１icitesmaisdeSpersonalit6s
２°その定款が公益社団associationd，utilit6publique．と近似な定款をも
つ公認修道会
く小人格＞だけを与えられた屈出修道会は存在しない。 修道会の制度は，
普通の結社制度となんら同一視されないがしかし有利な制度となって現在，
いる。 一般結社法第13条が，修道会の解散もしくは，鯵。修道会の制度は，一般紀
道会的なすべての施設の廃止が， 参事院の意見にもとずいた統令によっての
決して不安定のものではない。（C、糸宣告されることを予想しているので，
.Ａ,Colliard,ｏｐ,Cit,ｐｐ６２串630）（終）
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